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社会活動：人材

人材戦略

人材戦略

シャープグループは経営理念において、人材に対する考え方を「会社に働く人々の能力開発と

生活福祉の向上に努め、会社の発展と一人一人の幸せとの一致をはかる」と明示しています。こ

の理念を実現するため、中期経営計画（2025年度～2027年度）において、持続的な事業拡大

を支える成長基盤として、“人”への投資を拡大することを掲げています。

■ 中期経営計画（抜粋）：“人”への投資の拡大

具体的には、AI／デジタル人材やグローバル人材などの「成長を支える人材の育成・獲得」に注

力し、また全社員を対象とした研修を拡充し、組織力の向上を図ります。さらに、働き方や職場環

境、福利厚生など、「多様な人材が活躍できる環境づくり」に取り組み、従業員エンゲージメント

の向上に努めます。

これらの取り組みを通じて、社員の能力開発と挑戦を強力に後押しし、一人ひとりの可能性を

最大限に引き出すことで、持続可能な収益構造の確立を図り、社会に貢献する企業を目指してま

いります。

■成長を支える人材の育成・獲得

シャープグループが事業を推進し持続的に成長していくためには、技術およびマネジメント分

野において優秀な人材を確保することが必要であると考えています。この考え方のもと、新たな

人材獲得のために新卒採用を推進しています。また新規ビジネスを狙えるコア人材を確保する

ためにキャリア採用を推進しています。

そして企業としての総合力を高めるための取り組みの一環として、各種の人材育成プログラム

を準備し従業員に提供しています。従業員一人ひとりの能力の「質の向上」や「幅の拡大」を狙い

とした育成プログラムにより、若手社員から次世代リーダーの育成等の取り組みを行っています。

* P.077～079参照（人材育成）

P.080参照（育成／能力開発と意欲向上につながる人事制度）

関連情報：> シャープ株式会社 採用サイト

■多様な人材が活躍する環境づくり

シャープグループは「多様な人材が活躍する環境づくり」を目指し、従業員の挑戦や個性を引き

出す風土の醸成に努めています。従業員の多様性や能力を活かせる環境を整え、すべての人材

が最大限に力を発揮できる組織を目指しています。また、安心で健康な職場づくりを重視し、従

業員の健康増進の強化、福利厚生の充実を推進しています。

これらの環境整備により従業員のエンゲージメントを高め、企業の成長と競争優位性を確保し

ていきます。

* P.081～084参照（DE&Iマネジメントの展開）

P.085～086参照（ワークライフバランスの取り組み）

   P.087～092参照（安全衛生および健康増進活動の推進）

   P.093参照（安心して働ける職場環境の整備)

   P.093参照（従業員エンゲージメントの向上）

https://corporate.jp.sharp/recruit/
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多彩な人材育成プログラム

シャープの総合力を高めるための取り組みの1つとして、各種育成プログラムを用意していま

す。

従業員一人ひとりの能力の「質の向上」や「幅の拡大」を狙いとした多彩な育成プログラムによ

り、若手社員の育成、次世代リーダー人材の育成、グローバル人材の育成、個の能力向上等のさ

まざまな取り組みを行っています。

階層別人材育成

階層別研修では、それぞれの節目で必要な知識やスキル、マインドを身につけるため「内定者研

修」や「新入社員研修」「若手社員研修」を実施しています。またマネージャー昇格前には「マネー

ジャー昇格候補者研修」を実施し、計画的にマネジメント力の強化を図っています。

今後は特にミドルマネジメントおよび若手人材に焦点を当てて階層別研修の拡充を進めます。

各階層での研修の実施によりキャリア自律を促し、社員の主体的な成長を支援することで、マネ

ジメント層と若手人材の強化を目指します。

次世代経営幹部人材の育成強化（シャープリーダーシッププログラム）

持続的成長に向けて、次世代経営幹部人材の育成強化を目的とした「選抜型研修」を実施して

います。当社の将来の飛躍的成長フェーズを牽引する次期経営幹部の人材像を策定の上、体系

的に育成するプロセスの構築を目指しています。

育成施策においては、リーダーシップに必要なマインドやスキルをeラーニングと集合研修を組

み合わせたブレンデッド・ラーニングにて提供したり、アルムナイを形成するなど、効果的で継続

的な学びの場づくりにも積極的に取り組んでいます。

人材育成

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 次世代の人材育成に向けた教育体系の拡充

■ 新規事業創出マインドを引き出すための風土づくり

■ 育成プログラムの拡充

若手優秀人材選抜研修（シャープリーダーシッププログラム）開講

次期経営幹部の人材像策定

■ 新規事業提案活動の継続実施

 新規事業提案会の開催／スタートアップ研修の開講

★★
■ AI／デジタル人材の拡充

■ 次世代の人材育成に向けた教育体系の拡充

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 人材育成プログラム（日本国内）

社会活動：人材



078SHARP Sustainability Report 2025

編集方針・会社情報

編集方針・会社情報

ガバナンス

ガバナンス

社会活動

社会活動

シャープとSDGs

シャープとSDGs

理念・方針/マネジメント

理念・方針/マネジメント

目次

目次

環境活動

環境活動

AI／デジタル人材の拡充

シャープグループは、事業の競争力を強化するため、AI／デジタル人材の育成と獲得を急務と

位置付け、これらの人材の拡充に力を入れています。

具体的には、技術者のリスキリングプログラムを導入し、強化すべき技術分野を特定して、対象

となる技術者への講義やeラーニング学習を実施します。また、社員のAIスキル・知見の底上げ

を図るため、生成AIの基礎知識習得から始め、eラーニングなどにより段階的なレベルアップを

推進します。さらに、高度専門人材の獲得に向けて、競争力のある柔軟な処遇設計を進めていま

す。

※ シャープ株式会社および国内関係会社のデジタル関連技術の延べ保有者数。

グローバル人材の育成

シャープグループは、海外事業強化に向けてグローバルに活躍できる人材の確保が不可欠で

あると考えています。そのため、適性ある人材に対する研修やローテーション・OJT（海外出向・

海外出張経験等）を効果的に活用しながら、当社の海外事業拡大に貢献できる人材の育成を図

るとともに、海外事業経験豊富な人材の積極的な採用もあわせて推進します。

なお、当社では、グローバルビジネスの推進に必要となる語学力の向上に向け、全従業員対象

の「基礎型」、選抜者対象の「集中型」の2種類の支援コンテンツを語学学習機会として提供して

います。「基礎型」では、いつでもどこでも学習ができるシステムに加え、語学学習に関するカウ

ンセリングサービスも提供しており、個人の学習ニーズをきめ細かく支援しています。

新規事業創出マインドの醸成

全従業員が新たな事業の創出やイノベーションに積極的に挑戦するような風土づくりを目指し、

その取り組みの一環として、新規事業提案活動を推進しています。

新規事業提案会では、アイデア創出につながるトレーニングを提供し、提案を促す取り組みを

行った上で、全社から幅広く提案を公募し、全社大会を開催しています。

全社大会進出チームには、提案をブラッシュアップするためのトレーニングを提供し、活動を支

援しています。

人材育成

2024年度実績 目標

AI・デジタル技術者数※ 1,600人 2027年度までに3,200人とする

社会活動：人材
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「強い個」を育てる人事・教育研修制度（自己啓発型研修）

シャープグループは「強い個を育てる」という考え方の基、ビジネスを行う上での基本的な知識

や専門性を学ぶための環境づくりに取り組んでいます。「個々人がいつでも、どこでも、主体的

に学ぶ」ことを通じて、事業に精通したプロフェッショナル人材の育成を図っています。これらに

ついては、従業員が自宅のパソコンや自身のスマートフォンを使って、いつでもどこでも簡単に

学習ができるeラーニング環境を整えており、自己啓発による従業員の能力向上を積極的にサ

ポートしています。取り組みを継続的に実施することにより「教え合い、学び合う風土づくり」を

行い、人材の育成・強化を通じ「強い会社へ変革」を目指しています。

全社勉強会（技術系・マネジメント系）

全社の知識を共有することを狙いとして、2種類の勉強会を開催しています。

「技術系勉強会」は、重点技術領域の情報共有を目的に、技術動向や全社での取り組みについ

ての解説を行う内容で、「マネジメント系勉強会」は、各種管理スキルの習得を目的に、ビジネス

スキルについて解説を行う内容です。いずれも就業時間内に開催するとともに、録画視聴も可

能とし、学びやすい場づくりを行っています。

技術専門研修・管理力向上研修

「技術専門研修」では、個々人の専門性（技術力）を向上・深化させる各種の取り組みを推進し

ています。主に若手技術者を対象に技術の基礎を学ぶ「基礎力向上セミナー（eラーニング）」、技

術分野を特定して実践的で業務に直結する内容を取り上げる「技術ワークショップ」や「技術者

交流会」を開催しています。全社的な技術力の強化に向け、事業や製品の枠を超えた技術ノウハ

ウの共有や、若手社員への技術伝承・育成に取り組んでいます。

「管理力向上研修」では、全従業員が知っておくべきビジネスの基礎知識やスキルを習得する

ための自己学習コースを開講しています。

人材育成

■ 学びの環境づくり

項 目 受講人数、時間

対象者数 15,761人

受講者数（ヘッドカウント） 1,801人（受講率11.4%）

延べ受講者数 9,299人

総学習時間数 28,918時間

■ 2024年度の自己啓発型社内研修の受講状況（国内連結、正社員）

集計対象：全社勉強会、管理力向上研修、専門研修、シャープランゲージアカデミー

社会活動：人材
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能力開発と意欲向上につながる人事制度

等級制度

仕事の内容や役割、責任の大きさに応じて等級・処遇を決定する「役割等級制度」を導入して

います。役割や成果に応じてスピーディに昇級できる制度設計とし、優秀人材の抜擢、登用を進

めています。

人事評価制度

会社業績と個人評価に連動した賞与／昇給制度により、成果を上げた従業員に報いる仕組み

としています。

公正な評価を実現するために、全従業員に対して期初・期中・期末の節目ごとに上司との評価

面談を実施し、目標の進捗や貢献度・成果などについて互いに確認しています。評価結果は、半

期ごとに評価理由とともに本人へフィードバックすることで、次への成長につなげています。

社内公募制度

新規事業の立ち上げなどに必要な人材をシャープグループ内から募集する社内公募制度を設

け、社内人材を有効に活用するとともに、従業員のキャリア開発を促進しています。

人事申告制度

従業員が自己のキャリア開発計画や仕事の適性などを申告し、これに伴う上司との面談結果も

含めてデータベース化することにより、本人のキャリア志向や現在の状況を把握し、人材育成に

活用しています。

ステップアップ・セルフアップ運動（資格取得奨励施策）

従業員の成長支援の一環として、専門分野や日常業務に直結した必須資格に加え、語学スキル

など約200資格を対象に、取得の難易度に応じた奨励金を支給しています。

社会活動：人材
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DE&I（Diversity, Equity & Inclusion）マネジメントの展開

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

目標 達成期限

・ 新卒採用の女性比率：技術系15%、文系50%以上

・ 管理職の女性比率：7.5%以上

・ 女性社員の育児休職復職者の12か月後在籍者率：95%以上

2029年度末

■ シャープ（株）「女性活躍推進法」に基づく行動計画

DE&I推進宣言

シャープグループは、一人ひとりの個性を原動力に、他社とは異なる視点で独自の価値を生み出してきた「シャープらしさ」を追求します。

一人ひとりが力を最大限発揮できる環境を整え、一人ひとりが生み出す価値を結集することで、当社ならではの革新技術の開発やサービスの提案を通じた会社の持続的な成長を目指します。

DE&I推進目的

当社は、1973年に制定された経営理念の一節「会社に働く人々の能力開発と生活福祉の向上に努め、会社の発展と一人一人の幸せとの一致をはかる」に基づき、これまで女性活躍推進や育

児・介護と仕事の両立支援、障がい者の雇用促進等を進めてきました。

創業100年を超え、従業員の属性やバックグラウンド、ライフスタイル、価値観がより多様化する中、当社ならではの独自の価値を生み出し続けるためには、人材確保に努め、「個」の力を引き出し、

組織の力を高め続ける必要があります。これらを実現するため、当社はDiversity, Equity & Inclusionの推進に取り組みます。

関連情報： > シャープDE&I方針

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■女性活躍推進法に基づく行動計画の推進
■障がい者雇用率の維持：2.5％台を維持

■女性活躍推進法に基づく行動計画の推進
 2025年3月31日時点の女性管理職比率：4.4％

■障がい者雇用の維持
 2025年6月1日時点の障がい者雇用率：2.45％

★
■女性活躍推進法に基づく行動計画の推進
■障がい者雇用率の向上：2.5％台

女性社員の活躍推進への取り組み

2016年4月に施行された「女性活躍推進法」に基づく行動計画に沿って、あらゆる職種に

おける女性比率を高めるとともに指導的立場の女性を増やすことにより、従業員の多様性を

促進させ、より良い商品・サービスの提供による社会貢献を実践するため、以下のとおり目

標を定め、女性社員の更なる活躍推進に積極的に取り組んでいます。

社会活動：人材

https://corporate.jp.sharp/eco/images/social/diversity/2025policy.pdf
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女性社員の管理職登用

シャープでは、一人でも多くの女性社員がリーダーとして事業や組織運営に参画できるよう、

公正な機会の提供と必要な支援に取り組んでいます。2024年度末時点における管理職の女性

比率は4.4％であり、2029年度末までに管理職の女性比率を7.5％以上に引き上げることを

目標にダイバーシティの推進に努めています。

育児休職中の従業員への復職支援

2014年度より「復職支援セミナー」を毎年開催しています。会社の状況や支援制度の説明の

他、社内復職経験者からの経験談や仕事と育児の両立へのアドバイス、母親社員同士のネット

ワーク構築の機会を提供することで、休職期間における不安の解消、復職への前向きなマインド

醸成をサポートしてきました。

2020年度からは、従業員への復職支援に関するヒアリングで出された声を反映し、従来の集

合形式から、自宅で子どもと共に気軽に参加できるオンライン形式に変更し開催しています。近

年は男性の育児参加の高まりを受け、セミナーへの参加も増えてきていることから、復職者とそ

の配偶者、上司向け等、複数の動画や先輩社員からの応援メッセージの配信を行い、家族や職場

全体でのサポート体制強化を図りました。今後も当事者の声を聞きながら、更なる働きやすい環

境構築を進めていきます。

さらに、育児休職からの早期復職者への「早期復職一時金」や、国の幼児教育・保育の無償化対

象とならない0～2歳児への「認可外保育施設保育料補助」の制度により、復職後も積極的に

キャリアアップを目指す従業員の支援を行っています。

DE&I（Diversity, Equity & Inclusion）マネジメントの展開

復職支援動画の一部

■ シャープ（株）の女性管理職の推移

社会活動：人材
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外国籍社員（日本国内勤務）の活躍推進

ビジネスのグローバル化に伴い、シャープは現場ニーズに即したグローバル人材の確保と計画

的な育成に取り組んでいます。過去から日本国内における留学生、外国人の採用拡大を推進し

ており、現在は約170人が在籍（2025年4月時点）し、いろいろな部門・職種で活躍しています。

なお、不法就労防止の観点から、外国籍の人を雇い入れる際には全員の「在留カード」に対して、

法務省出入国在留管理庁が推奨しているチェックを行っています（例：出入国在留管理庁「在留

カード等番号失効情報照会」サイトの利用による確認）。また当社がパスポート等の身分証明書

を本人から預かることはありません。

高齢者の再雇用

会社として「高い勤労意欲をもった高年齢社員の活用を図る」、従業員として「長年培ったスキ

ルやノウハウを社会に還元する」との観点より、2001年より60歳定年退職を迎えた従業員が

引き続き活躍できるための「専門社員制度」を導入しています。現在は、再雇用を希望する従業

員に対し、65歳に到達するまでの期間、業務を紹介しています。2021年4月施行の「改正高年

齢者雇用安定法」を受け、70歳までの就業機会の確保を検討中です。

障がい者の雇用促進

シャープは、創業者 早川徳次が「5つの蓄積※1」の1つとして「奉仕の蓄積」を掲げて以来、社会

への奉仕と福祉に積極的に取り組んでいます。グループ全体で障がい者の雇用促進に努めると

ともに、障がいのある従業員の働きやすい環境づくりを進めています。具体的には、採用情報

Webサイトに障がい者採用ページを開設し、シャープグループの障がい者雇用の取り組み内容

を紹介する他、聴覚障がい者が含まれる研修には、音声認識ソフトやパソコンテイク※2 による文

字化対応等、職場環境の整備にも取り組んでいます。

※1 「信用の蓄積」「資本の蓄積」「奉仕の蓄積」「人材の蓄積」「取引先の蓄積」。

※2 音声情報をパソコンのキーボードで入力して伝える支援方法。

障がい者雇用率の推移

シャープ（株）、特例子会社※3およびグループ適用会社※4における障がい者人数は約290人

（2025年6月1日時点）、障がい者雇用率は「2.45％」となっています。

※3 障がい者の雇用の促進および安定を図るため、事業主が障がい者の雇用に特別の配慮をして設立した子会社。

※4 障がい者雇用率の算定に当たって、公共職業安定所長より認定を受けた特例子会社以外のシャープグループの子会社。

DE&I（Diversity, Equity & Inclusion）マネジメントの展開

■ 障がい者雇用率の推移

関連情報： > 障がい者採用

社会活動：人材

https://corporate.jp.sharp/recruit/disability/
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LGBTQ+の従業員が働きやすい環境の整備

当社ではLGBTQ+への理解を深く浸透させ、当事者が自分らしく安心して働くことができる

職場づくりに取り組んでいます。

具体的には、「性の多様性」への理解を深めるための従業員向けeラーニングや勉強会の実施、

相談窓口の設置などを行っています。

また、社内の人事・労務関連制度において、同性パートナーおよびその家族にも配偶者および

その家族に準じた取り扱いを適用しています。

こうした取り組みが評価され、一般社団法人work with PrideによるLGBTQ＋などの性的

マイノリティへの取り組み評価指標「PRIDE指標」にて2024年は「ブロンズ」を受賞しました。

DE&I（Diversity, Equity & Inclusion）マネジメントの展開

社会活動：人材
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基本的な考え方

シャープグループでは、イノベーションが生まれる風土や環境を醸成するために、性別、世代、

価値観などの異なる個性豊かな従業員が働きがいをもって高いパフォーマンスを発揮できる職

場づくりを目指しています。働く場所と時間の選択肢を拡大し、従業員がおのおのの仕事やライ

フステージに応じて、主体的でメリハリのある働き方ができるよう支援することで仕事と生活の

両方の質を高めることができると考えています。

柔軟な働き方

新型ウイルス感染症の拡大防止のために緊急対応として導入した在宅勤務制度について、5類

移行後の2023年からは生産性の維持・向上が可能であることを前提に適用事由の要件を撤廃

するとともに、週の利用上限日数を拡大して通常時の制度として正式導入しました。併せて、フ

レックスタイム制においてフレキシブルタイムを拡大することで、これまでより場所と時間につい

て柔軟に働ける環境を整備しました。

メリハリのあるワークスタイル

長時間労働や過度な連続勤務を事前に防止する取り組みや年次有給休暇の取得促進を中心と

した施策の展開により、効率的に高いパフォーマンスを発揮できる職場づくりを目指しています。

また、2024年度から多目的休暇の時間単位取得が可能になりました。休暇を活用しながら柔

軟に働ける環境づくりにより、育児や介護、ヘルスケアなど個人の事情やライフスタイルにあわ

せて仕事に取り組むことができます。

働くときは集中して効率的に働き、休む時は休むことで会社生活と私生活の両方が充実し、最

大限の力を発揮できると考えています。

項目 内容

時間外労働の上限ルールの設定
・管理監督者を含む全従業員に対し、法定基準よりも厳格な労働時間管理

基準を設定

定時退社日の設定 ・週2日の「ノー残業デー」を設定

休息確保ルールの設定
・7日連続勤務の禁止
・勤務終了時刻から翌日の勤務開始時刻までに10時間以上の休息確保を推奨

年次有給休暇の取得推進
・計画的な年次有給休暇の取得を推進
・労使合同による年休取得促進運動の実施

■ メリハリのあるワークスタイルの確立のための主な取り組み

ワーク・ライフ・バランスの取り組み

社会活動：人材
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育児・介護・治療との両立支援

■ 妊娠・育児

当社では従業員が仕事と育児を両立するための支援制度の確立・

環境づくりに努めています。妊娠・出産の申し出をした従業員には

ガイドブックの配布や個別の制度周知を行い利用促進を図ってい

ます。中でも少子化や働き方・ライフスタイルの多様化、共働き世帯

の増加などを背景に、男性の育児をサポートするための制度の充実

を行い、現在では多くの男性が育児のための休職や休暇等の制度を

利用しています。

また、シャープ（株）は「次世代育成支援対策推進法」に即した「子育てサポート

企業」として厚生労働大臣の認定「くるみん認定」を受けました。

今後も従業員の継続的な育児支援を進めていきます。

■ 介護

高齢化が進む中、当社では介護の状況に合わせて柔軟に働くこと

のできる支援制度を整備し、ガイドブックを用いた情報提供により

制度の利用促進を図っています。特に、仕事と介護の両立支援制度

を十分に活用できないまま介護離職に至ることを防止するため、介

護に直面する前の早い段階として毎年40歳を迎える従業員に対して

介護関連制度の情報提供を行っています。

また、介護に関する情報提供をより充実するために社内外に介護

相談窓口を設置し、介護の課題に直面した従業員のサポート体制も

構築しています。

■ 治療

当社では治療と仕事との両立についても支援する制度を設け、時間的制約に対する配慮だけ

でなく、本人の健康状態や業務遂行能力も踏まえた就業上の措置を講じるなど、無理なく働け

る環境を整えています。

ワーク・ライフ・バランスの取り組み

シャープ（株）2024年度 取得率 男性 女性 全体

育児のための休職および休暇 ※ 103.0％ 106.3％ 103.7％

※ 育児・介護休業法の公表基準に沿って、取得実績に出生時育児休職、配偶者出産時休暇を含んで算出。

妊娠・育児 介護 治療

休
職
・休
暇

⚫ 産前・産後休暇（産前８週、産後９週）
⚫ 育児休職（子が2歳に達するまで、分割取得可）
⚫ 出生時育児休職（子の出生後8週以内で最長4週間、分割取得可）
⚫ 配偶者出産時休暇（通算5日）
⚫ ならし保育休暇（子が2歳1か月に達するまでの間で最長1か月間）
⚫ 多目的休暇（年8日、育児・看護事由で取得可）
⚫ 子の看護等休暇（年5日）

⚫ 介護休職（通算2年以内、分割取得可）

⚫ 多目的休暇（年8日、介護事由で取得可）
⚫ 介護休暇（年5日）

⚫ 傷病休職（不妊治療を受ける場合も取得可）

⚫ 多目的休暇（年8日、ヘルスケア・不妊治療事由で取得可）

勤
務
制
度

⚫ 妊娠時差通勤制度

⚫ 出産育児短時間勤務制度（妊娠中／子が小学校6年生の3月末日まで）

⚫ 育児支援勤務制度（子が小学校6年生の3月末日まで）

⚫ 介護短時間勤務制度（対象家族の事由消滅まで）

⚫ 介護支援勤務制度（6カ月間）

⚫ 介護のための週勤務日数短縮制度

⚫ 傷病休職等から復帰後の短時間勤務制度

⚫ 傷病休職等から復帰後の支援勤務制度

⚫ 治療のための週勤務日数短縮制度

そ
の
他

⚫ ホームヘルパー費用補助
⚫ 早期復職一時金
⚫ 認可外保育施設保育料補助
⚫ 病児保育・延長保育利用料補助
⚫ 出産育児再雇用保証制度

⚫ ホームヘルパー費用補助
⚫ 独身者の介護残留家族支援（帰宅交通費など）
⚫ 介護再雇用制度

■ 主な両立支援制度（一覧）

社会活動：人材
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シャープ安全衛生基本方針 安全衛生健康推進体制

シャープグループでは、会社の事業場で働く全ての従業員の安全確保と健康の保持増進を図ると

ともに、快適な作業環境の形成を促進することを目的として、事業場の労働災害の防止および安全

衛生水準向上のための管理責任体制を明確化しています。また、安全衛生活動の取り組み名称を

「安全衛生」ではなく「安全衛生健康」とし、会社として健康保持増進を図る意思を明確にして、以下

のように安全衛生健康推進体制を定めています。

「安全衛生活動」と「健康保持増進活動」の円滑な推進を図るため、労働組合と協力しながら全社的

な基本施策を審議決定する「中央安全衛生健康委員会」を開催し、年間の全社安全衛生健康方針や目

標・重点取り組み項目を定め、各事業場／関係会社に展開しています。

各事業場／関係会社では、労使代表者による「安全衛生健康委員会」や薬液・電気・ガスなどの専門

部会を毎月開催し、安全衛生健康活動についての報告・審議や施策の見直しなどを行うとともに、審

議・決定事項を各部門を通じて従業員に徹底し浸透を図っています。

また、各事業場では、構内において総合的な安全衛生管理を確立するため、常駐している請負事業

者を含む「安全衛生協議会」を毎月開催し、安全衛生に関する方針・目標・計画などの協議や安全衛生

取り組み状況の共有を行い、労働災害の防止に努めています。

基本理念

シャープグループは、世界中の全ての従業員の安全・安心・健康を守ることが、事業活動

に不可欠なものと考え、適切な経営資源を投入し、誠意と創意の精神に沿って、安全で

働きやすい環境の実現を図ります。

基本方針

1．法令の遵守 

それぞれの国や地域の安全と衛生にかかわる法令を遵守するとともに、グループで

統一した方針に沿って、各社が構築する自主基準を遵守し、安全衛生の水準向上を

図ります。

2．管理体制の構築 

安全衛生に関する管理体制を構築し、役割・権限・責任を明確にし、組織的な活動を

推進します。

3．マネジメントシステムの構築と運用 

労働安全衛生マネジメントシステムを構築し、継続した評価と改善を行い、危険や

有害な要因の除去を図ります。

4．教育と訓練の実施 

すべての従業員に対して、安全衛生の向上に必要な教育と訓練を実施することで、

安全衛生の意識向上と自主的な活動の促進を図ります。

5．目標の設定と全員参加による実践 

災害の発生防止と従業員の健康増進に向けた目標を定め、全員参加による活動の

実践を通して、その達成を目指します。

■ 安全衛生健康推進体制図

安全衛生および健康増進活動の推進

社会活動：人材
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労働安全衛生マネジメントシステム

リスクアセスメントにより職場の災害発生の潜在リスクを事前に洗い出し、これを除去・低減す

る「先取り安全」の一層の浸透・定着に向けて「労働安全衛生マネジメントシステム」を構築し、推

進しています。

日本国内の主要4事業場において、国際標準規格ISO45001の認証を取得しています。また、

その他の事業場や関係会社拠点においても、労働安全衛生マネジメントシステムを構築・推進す

ることにより、計画的、組織的かつ継続的に安全衛生管理を推進するとともに、その水準の向上

を図っています。

労働災害事故低減の取り組み

シャープグループでは、安全法令や社内規程の遵守による現場における安全管理や従業員へ

の安全教育を継続して実施しています。発生した労働災害事故については、その発生原因の分

析に基づく、効果的な対策を実施するとともに、各事業場に横展開して再発防止を図っています。

また、労働災害発生の要因として最も多い不安全行動を抑制するための従業員一人ひとりが守

るべき行動をまとめた安全ツールや事故事例と社内方針・規程・ルールをイントラネットですぐ

に確認できるようにするなど、安全第一の意識を繰り返し徹底し、社内安全文化の醸成の取り組

みを強化しています。こうした取り組みの結果、2024年度は国内シャープグループにおいて死

亡災害は発生しておらず（2013年度以降は0件）、労働災害発生率（度数率※）は0.48で、全国

の全産業平均（2.10）、製造業平均（1.30）、電気機械器具製造業平均（0.67）を継続して下

回っています。

※ 労働時間100万時間当たりの労働災害発生率（休業1日以上）を表す指標。

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 重大災害の発生ゼロ／労働災害事故の低減

 労働災害 2023年度労働災害件数の10％削減（52件以下）

 休業災害 2024年度労災抑制目標の25％以下（13件以下）

■ 全社健康取り組み「けんこうシャープ」の推進

■ 過重労働に伴う健康障害の防止

■労働災害事故件数
 不安全行動の撲滅および作業ルール遵守による社内安全文化の醸成の取り組みを
実施。重大災害の発生ゼロ、労働災害も59件、内休業災害17件

■全社健康取り組み「けんこうシャープ」の推進
 5つの生活習慣に関わる項目（①食事②運動③睡眠④喫煙⑤飲酒）ごとに定めた
 指標のうち4項目クリアした者の割合45.7％（対目標：0.8ptマイナス）

■従業員の長時間労働対策の強化
 一人・月平均の時間外労働は16.9時間
 長時間労働者に対し、医師面接指導を100%実施

★

■ 重大災害の発生ゼロ／労働災害事故の低減

 労働災害 2024年度労働災害件数の10％削減（52件以下）

 休業災害 2025年度労災抑制目標の25％以下（13件以下）

■ 全社健康取り組み「けんこうシャープ」の推進

■ 過重労働に伴う健康障害の防止

安全衛生および健康増進活動の推進

社会活動：人材
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◼ 労働災害事故低減の主な取り組み

◼ 労働災害発生率（度数率）の推移

健康経営の強化

従業員の健康は会社のパフォーマンスに直結することから、シャープグループは従業員の健康を重

視し、健康経営を推進することで生産性や業績の向上を目指しています。

具体的には、健康診断やメンタルヘルス対策を通じて、従業員の疾患の予防や生活習慣の改善に

取り組み、生活習慣に関する5つの項目（食事、睡眠、運動、喫煙、飲酒）の目標を設定し、従業員の健

康増進を積極的に推進しています。そして当社はこれらの取り組みを通じて、2027年度までに健

康経営優良法人「ホワイト500」の取得を目指します。

項目 内容

生産現場における安全対策
・作業ルール遵守
・器具･設備点検の徹底
・安全パトロールの実施

「安全e-learning」による安全教育 ・全従業員を対象とした安全ルール遵守・安全第一の意識再徹底

シャープグループ職場の安全サイト
・従業員が職場で守るべき行動をまとめた安全ツール、社内で発生

した身近な事故事例、社内方針・規程・ルールなどをイントラネッ
トに掲載

全社共通安全標識（ポスター）の掲示 ・職場の危険箇所などに掲示

危険感覚の意識向上 ・危険の見える化、ヒヤリ･ハット活動、危険予知活動（KY活動）

安全衛生および健康増進活動の推進

イメージキャラクター
「ゲットくん」

け

※ 全国全産業平均、製造業平均、電気機械器具製造業平均度数率は、2024年の厚生労働省の統計に基づく。

社会活動：人材

全社の健康取り組み

シャープグループでは、経営理念の一節にある「会社の発展と一人

一人の幸せとの一致」の実現を目指し、2014年度からシャープ労働

組合・シャープ健康保険組合と協力して、全社における健康取り組み

「けんこうシャープ23」を推進してきました。

2023年度からは、特に「がん・脳血管疾患・心疾患」、さらに脳血管

疾患や心疾患の危険因子となる動脈硬化症・糖尿病・高血圧症・脂質

異常症などの生活習慣病の予防に主眼を置いた取り組みに刷新し

「けんこうシャープ」として継続しています。

日常の生活習慣に深く発症が関与していることから、「けんこう

シャープ」では、生活習慣に関わる5つの項目（①食事 ②運動習慣

③睡眠 ④喫煙 ⑤飲酒）と⑥メンタルヘルス疾患の未然防止を目標

管理項目としています。健康診断時における質問で回答内容が健康

な生活習慣としての指標をクリアしているかどうかをチェックし、各

項目をクリアしている人の割合を高めていくことを目標としています。
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従業員の健康増進の取り組み

毎年の定期健康診断の受診票（問診項目）における、一人ひとりの生活習慣の状況を確認し、

「けんこうシャープ」の施策を通じて、生活習慣の改善を図っています。主となる取り組みとして

は、従業員への健康教育／情報発信、定期健康診断結果に基づく産業医や保健師からの⾯談や

保健指導、⽣活習慣の改善をサポートするさまざまな健康づくり施策で、これに加えて、脳・心臓

疾患の発症リスクが高い従業員への受診勧奨など、健康リスクに対する重点的なフォロー活動

を継続して実施しています。

目標管理項目

①食事 ②運動習慣 ③睡眠 ④喫煙 ⑤飲酒

教育
／

情報
発信

・e-learningの実施（全従業員）
・5つの生活習慣に関する情報を毎月イントラネットに発信
・「けんこうシャープ」・規則正しい生活習慣について研修（新入社員対象 WEB／集合研修）
・5つの生活習慣をテーマにした健康教育（WEB／集合研修）

・30歳代へのメタボ対策・生活習慣病予防教育（WEB／集合研修）

面談

・従業員のヘルスリテラシー向上、生活習慣改善指導
・健康診断結果の高リスク者への個別面談
・特定保健指導の実施（睡眠改善指導・適正飲酒指導含む）

・食生活指導 ・運動習慣づくり
指導

・長時間労働健診
の実施

・睡眠改善指導

・5歳刻み歯科健診
での禁煙指導

・適正飲酒指導

その
他の
施策

• 事業所食堂での
ヘルシーメニュー
提供

• スマホアプリを活
用した職場対抗
全社チームウォー
キング開催

• ウォーキング習慣
の定着施策

• スポーツイベント
開催

• スポーツクラブ入
会キャンペーンの
案内

• 朝のラジオ体操
推奨

• 時間外労働の削減 • 禁煙外来・禁煙
補助薬費用補助

• 家族への禁煙協
力要請

• シャープ禁煙デー
／禁煙週間の実
施

• 建屋内全面禁煙

安全衛生および健康増進活動の推進

目標管
理項目

定期健康診断の受診票（問診項目）
望ましい

回答

①食事

人と比較して食べる速度が速い いいえ

就寝前の2時間以内の夕食3回／週以上 いいえ

3食以外に「毎日」、または「時々」、間食などを摂取している いいえ

朝食を抜くことが3回／週以上 いいえ

②運動
習慣

1回30分以上の軽く汗をかく運動が2日／週以上 はい

歩行程度の身体活動を1日1時間以上 はい

ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い はい

③睡眠 睡眠で休養が十分取れている はい

④喫煙
タバコを習慣的に吸っていない
以前は吸っていたが、最近1か月間は吸っていない

はい

⑤飲酒
お酒を飲む頻度が「毎日」でかつ飲酒日の1日当たりの飲酒量が「2合以上」、または「週5~6
日／週3~4日／週1~3日／月1~3日」で「3合以上」

いいえ

◼けんこうシャープ 生活習慣に関わる5つの目標管理項目 ■ 主な取り組み

社会活動：人材
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安全衛生および健康増進活動の推進

取り組み事例

自転車通勤の推奨

欧州のデバイス販売会社SDEは、従業員の健康サポートと持続可能な社会の実現

のため、企業向け自転車リースの管理プラットフォームを提供するDEUTSCHE

DIENSTARD社と提携し、従業員向けの自転車リース制度を導入しました。

ドイツでは、多くの都市で整備された自転車専用道路網が発達しており、自転車利

用が積極的に推奨されています。自転車通勤の人気も高く、排気ガスを出さない自

転車利用は、気候変動対策の側面だけでなく、ストレス軽減や体力向上などの健康

増進にも繋がることが期待されています。

SDEは、従業員の心身の健康増進のため、リース費用の一部を補助するなどの支

援を行い、2024年度は15名の従業員がこの制度を利用しました。

自転車リースを利用する従業員

社会活動：人材
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メンタルヘルスケアの強化

メンタルヘルス疾患の未然防止を全社健康取り組み「けんこうシャープ」の目標管理項目の一

つに据えてメンタルヘルス強化を推進しています。

法定ストレスチェック制度の積極的活用のために受検率を向上させ、従業員自身のストレス状

況の気付きによるメンタルヘルス不調の未然防止、高ストレス者の面接指導などによる早期発

見・治療、組織ごとの分析結果に基づく高ストレス者割合の高い部門や総合健康リスクの高い部

門における職場改善の取り組みを行っています。

さらには、新入社員や長時間労働者に対する面談、専門医・産業カウンセラーなどによる面接

カウンセリング、外部専門機関によるカウンセリングの体制を整えるなど、包括的なメンタルケア

を進める他、イントラネットでメンタルヘルスに関する情報を発信するなどの取り組みを行って

います。

これに加え、メンタルヘルス不調となった従業員の職場復帰においては、本人・産業医・復帰先

を交えた面談や試し出社制度、短時間勤務制度などの「職場復帰支援プログラム」を設け、円滑

な職場復帰を支援するとともに、再発防止にも力を入れています。

過重労働による健康障害の防止

シャープグループでは、全従業員が心身ともに充実して働くことができるよう、長時間労働の

抑制に関する取り組みなど、過重労働による健康障害の防止に努めています。

具体的には、時間外労働の上限ルールの設定や定時退社日の設定により、長時間労働の抑制

に取り組んでいる他、勤務間における休息時間の確保や長時間労働者に対する医師との面接指

導などを行っています。

また、2024年度より新勤怠システムを導入しました。自社開発のシステムのため、シャープグ

ループ従業員の働き方に最適化された設計となっており、労働時間数の記録に留まらず一人ひ

とりの日々の働き方を可視化できる仕組みになっています。上司や管理部門がよりきめ細やか

に把握できるため、未然に過重労働による健康障害を防止できます。

■ 従業員のメンタルヘルスケア強化の取り組み

安全衛生および健康増進活動の推進

人命尊重を最優先し、労働条件や労働安全衛生に関する国際基準および法令、社内ルール

を遵守し、安全第一の職場環境づくりや労働時間の適正化等の施策に積極的に取り組みま

す。

シャープ行動規範（抜粋）

■ 過重労働による健康障害防止の取り組み

項目 内容

時間外労働の上限ルールの設定
・管理監督者を含む全従業員に対し、法定基準よりも厳格な労働時間管理

基準を設定

定時退社日の設定 ・週2日の「ノー残業デー」を設定

休息確保ルールの設定
・7日連続勤務の禁止
・勤務終了時刻から翌日の勤務開始時刻までに10時間以上の休息確保を推奨

年次有給休暇の取得推進
・計画的な年次有給休暇の取得を推進
・労使合同による年休取得促進運動の実施

医師による面接指導基準の設定
・1週間当たり40時間を超えて労働した時間が月80時間超の従業員全員に、

医師の面接指導を実施

社会活動：人材
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報酬制度・賞与

当社は会社の業績向上や持続的成長に必要な優秀人材の獲得・確保に向けて、働く社員の給

与水準や新卒採用者の初任給については、労働市場での競争力を考慮の上適宜見直しを行って

います。

福利厚生の拡充

シャープグループでは従業員が安心して働ける環境を整えるため、福利厚生の充実に努めて

います。

具体的には、独身寮や転勤者用社宅などの住宅支援、人間ドックなどの健診費用補助、従業員

とその家族が割安に加入できるグループ保険、財形貯蓄や従業員持株会による資産形成支援な

どを整えています。

従業員エンゲージメントの向上

当社は、会社のビジョンや経営者の考えを“トップメッセージ”として定期的にグループ会社の

従業員に発信し、企業理念や価値観の共有を図っています。さらに、従業員の意見をアンケート

やサーベイを通じて収集し、インナーブランディングを高める取り組みを推進することで従業員

エンゲージメントの向上につなげています。また、人事制度や報酬制度などの情報を開示し、従

業員の納得感を高めるようにしています。さらにマネジメント層の教育を強化し、複雑化するコ

ミュニケーションに対応するための役割を高め、情報共有や権限委譲を推進し、従業員が自発的

に取り組むことができる環境を整え、従業員のオーナーシップ（当事者意識・主体性）を促進して

います。さらに評価・給与体系などの制度やIT環境などインフラの充実を図り、従業員がストレ

スなく安心して仕事に取り組める、心理的安全性の高い職場づくりを進めています。

2024年度からは従業員満足度調査に代えてエンゲージメントサーベイを年２回実施し、サー

ベイ結果を踏まえて従業員の期待や満足度合を把握し改善につなげることで、更なるエンゲー

ジメント向上につなげていきます。

※ リンクアンドモチベーション社が提供する「モチベーションクラウド エンゲージメント」を活用。

  会社・上司・職場に関する従業員の期待度と満足度を集計する独自の調査方法によって、組織のエンゲージメント  

状態を可視化。Ｂは全国平均水準、Ａは上位20％程度の水準。

  対象はシャープ株式会社および国内連結子会社。

社会活動：人材

安心して働ける職場環境の整備

住宅支援
独身寮や転勤者向けの社宅を提供し、従業員の経済的負担を軽減する取り組みを行っていま
す。

企業年金
公的年金に加え、シャープ企業年金制度（確定給付企業年金）を導入し、退職後の従業員の生
活を支援しています。シャープ企業年金基金には、2025年3月末現在、シャープグループ
（国内）の21の実施事業所の60歳未満の正社員が加入しています。

健康保険組合

加入者の病気、けが等の際に、法定の給付に加え独自の付加給付を行っています。また加入
者の健康の保持増進のためのさまざまな保健事業を推進しています。シャープ健康保険組合
には、2025年3月末現在、シャープグループ（国内）の28の適用事業所の従業員およびそ
の扶養家族が加入しています。

慶弔関係
結婚や出産、弔事などの場合に各種祝金や弔慰金の支給と特別休暇を取得することができ
ます。

その他福利厚生
財形貯蓄、従業員持株会、グループ保険、人間ドック等 健診費用補助、
リフレッシュ休暇（勤続5年ごとに5日間の有給休暇を付与）。

■ シャープグループの福利厚生（日本国内）

2024年度実績 目標

エンゲージメントスコア※ Ｂ （2027年度）Ａ（ 3ランクアップ）

従業員エンゲージメントの向上
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人材データ

社会活動：人材

■ 従業員の状況

※1  正社員。

※3  正社員。 ※4  シャープ（株）社員として採用し入社同日付で関係会社へ在籍出向した者を含まない。

※5  各年度の3月31日の人員数に対する当該年度中の自己都合退職者数。

連結地域別

シャープ（株）

※2  正社員。

■ 採用と離職

■ ダイバーシティ

国内連結人員

※6  正社員。
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人材データ

社会活動：人材

■ ダイバーシティ

海外主要拠点別人員 海外主要拠点別人員

※1  正社員。

平均年間賃金の男女比

当社の人事制度・報酬制度において性別における差異はありません。当社では指導的立場の女性を増やすこと等に取り組

んでおり、こうした取り組みが男女間賃金格差の解消につながると考えています。

障がい者雇用

※2  障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく。
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人材データ

社会活動：人材

■ ワークライフバランス

※1  正社員。

※2  育児休職、出生時育児休職、配偶者出産時休暇。

※3  育児・介護休業法の公表基準に沿って算出した育児休職及び育児目的休暇の取得割合。

2024年度より公表基準が「少数第2位以下を切り捨て」に見直されたため、2022年度及び2023年度の数値に

 ついても同基準に基づき掲載。

※4  復職後12か月経過時点での在籍者率。

■ 人材育成

※5  管理力向上研修、専門研修、2023年度から勉強会、シャープランゲージアカデミーを含む（正社員）。

■ 労働安全衛生

■ 従業員エンゲージメント

※6 リンクアンドモチベーション社が提供する「モチベーションクラウド エンゲージメント」を活用。

会社・上司・職場に関する従業員の期待度と満足度を集計する独自の調査方法によって、組織のエンゲージメント状態を可

視化。

■ 年間報酬総額の比率

※7 全従業員（年度末の在籍者）の年間総報酬の中央値に対する、最も給与の高い従業員の年間総報酬の比率。
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社会活動：人権に関する取り組み

シャープグループ企業行動憲章（抜粋）

あらゆる事業活動において、基本的人権を尊重し、差別的な取扱いや人権侵害行為をしません。

また、児童労働、強制労働を認めません。

シャープ行動規範（抜粋）

① あらゆる事業活動において基本的人権および個人の尊厳を尊重し、また人権侵害に加担しません。万一、事業活

動や商品・サービスが人権への悪影響を及ぼしていることが判明した場合は適切に対処します。

② 児童労働およびあらゆる形態の強制労働を認めず、また、その実効的な廃止を支持します。

③ 採用や報酬、昇進、研修の機会等の雇用慣行を含むあらゆる企業活動において、国籍、人種、民族、財産、肌の色、

性別、健康状態、妊娠、性的指向、年齢、配偶者の有無、宗教、信条、社会的身分、家柄、身体的特徴、心身における

障がいの有無、政治上の意見等による差別となる行為を一切行いません。

④ いやがらせ、侮蔑、言葉による虐待、セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント等、非人道的な行為や言動を

一切行いません。

⑤ 国際基準および適用される法令に基づき、報復・脅迫・嫌がらせ等を受けることなく、結社する自由、労働組合に

加入する自由、抗議行動を行う自由、労働者評議会等に加わる自由等の従業員の権利を尊重し、配慮します。

関連情報： > Modern Slavery Act Transparency Statement

人権に関する基本方針

シャープは国連グローバル・コンパクトに参加し、ILO条約などの

人権・労働基準に関する国際的な原則に沿った取り組みを推進し

ています。

人権に関する基本方針として「シャープグループ企業行動憲章」

および「シャープ行動規範」に、基本的人権と個人の尊厳を尊重す

ること、差別的な取り扱いや人権侵害を行わないこと、児童労働・

強制労働を認めないことなどを定め、従業員に徹底しています。

加えて、シャープグループの人権尊重に関する基本的な原則とコ

ミットメントを示す文書として「シャープグループ人権方針」を定め、

すべてのステークホルダーに対して平等で公正な取扱いを保証し、

人権侵害のない持続可能な社会の実現を目指しています。

人権に関する教育・研修

国内のシャープグループでは、新入社員やキャリア採用者はまず入社

研修時に「シャープグループ企業行動憲章」および「シャープ行動規範」

を通じ、シャープの人権に関する考えを学びます。

各事業所では「人権研修」を毎年実施し、継続して人権啓発活動

を行っています。 2024年度は各種ハラスメントの防止などを

テーマとしたオンライン研修、eラーニングなどを実施しました（全

社で計17回、延べ約14,995人が受講）。

また、2024年度に国内シャープグループ全従業員を対象に施し

た「シャープ行動規範に基づくコンプライアンス学習」では、労働・

人権分野の重要なテーマとして「強制労働の禁止」 

「差別の排除／ハラスメントの禁止」 「労働時間」 「若年労働者」「賃金および福利厚生」「結社の自由」を取り上げ、シャープ

（株）、国内の子会社等、労働組合など17,938人を対象に実施し、17,352人が受講（受講率：96.7%）しました。海外にお

いても「シャープグループ企業行動憲章」「シャープ行動規範」「シャープグループ人権方針」および現地の法令などに基づい

て、各拠点で人権に関する取り組みを推進しています。

また、人権デュー・ディリジェンス取り組みの一環として、ILO条約などの国際的な原則に即した「RBA行動規範」に基づく

自己評価調査や監査の実施※を通じて、生産工場の人権に関する遵守状況を継続的に確認しています。

英国においては、2015年に施行された英国現代奴隷法（The UK Modern Slavery Act 2015）に基づいて、強制労

働や人身売買の未然防止に向けたステートメントを開示しています。また、豪州においても「現代奴隷法」に基づく適切な報

告を行っています。

※ P.017参照。

人権に関する取り組み

関連情報： > シャープグループ人権方針

https://www.sharp.co.uk/modern-slavery-act-transparency-statement
https://corporate.jp.sharp/eco/images/social/human_rights/human_rights_policy.pdf
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従業員の権利の尊重と対話を重視した労使関係

シャープは各国・各地域の法令に基づいて、従業員の団結権と団体交渉権を尊重しながら労使

の信頼関係の強化を図っています。

シャープ（株）では、労働組合との間で締結している労働協約において、労働組合が労働三権

（団結権、団体交渉権、団体行動権）を保有することを認めています。

また、同労働協約では、労使幹部が対話する「中央労使協議会」や事業所／関係会社ごとの労

使協議会などの労使協議の場を定期的に設定することを定めるとともに、労使が経営状況や職

場環境に関する課題について意見・情報交換を定期的に行っています。また、組合員の労働条件

に影響を及ぼす事項については、事前に協議することとしています。

賃金・労働条件については、従業員とその家族の生活水準維持に向けて、ILOなどの国際的な

人権規範の考え方を尊重し、最低賃金法や労働基準法などの国内法を遵守することに加えて、

シャープ労働組合およびその上位団体である電機連合の求める方針について労働組合と誠実

に協議し、賃金および労働条件を設定しています。また、国内シャープグループでは各種の福利

厚生制度を導入し、従業員とその家族が安心して生活を送れるよう支援しています。

なお、シャープ（株）と国内連結子会社における労働組合員比率※は約77%（2025年3月31

日時点）です。

欧州では、汎欧州の経営状況や課題を確認するために「欧州労使協議会」を毎年開催し、また

中国では待遇などの決定につき工会（日本の労働組合に相当）と協議し、より良いパートナーと

して協調的な労使関係の構築を目指して取り組んでいます。

※ 非組合員である管理職を含めた従業員に対するシャープグループ労働組合連合会に加入する組合員の比率（シャー

プ労働組合はシャープグループ労働組合連合会に加盟）。

基本的な考え方

職場におけるハラスメントは、労働者の個人としての尊厳を不当に傷つける、社会的に許され

ない行為であるとともに、労働者の能力の有効な発揮を妨げ、また、会社にとっても職場秩序の

維持や業務の遂行を阻害し、社会的評価に悪影響を与える問題として捉えています。

ハラスメントに関する相談には迅速・公平に対応し、ハラスメントとして禁止される行為に該当

する場合は、就業規則に則って懲戒処分を行います。

＜ハラスメントとして禁止する行為＞

⚫セクシュアルハラスメント

⚫妊娠・出産・育児・介護等に関するハラスメント

⚫パワーハラスメント

ハラスメントの未然防止と相談窓口

ハラスメントの未然防止や、万一ハラスメントが起きてしまった場合の対応について、マネー

ジャーを含む国内全従業員を対象としたeラーニングなどの研修を実施しています。2024年度

は13,359人が受講しました。

職場のハラスメントに関する通報・相談窓口として「ハラスメント相談窓口」を全国拠点に設置

し、ハラスメントが発生した場合には、即座に対応できる体制を整えています。また、コンプライ

アンスをはじめとする職場の諸問題に関する総合相談窓口「クリスタルホットライン」でも受け付

けています。

相談窓口は、シャープの従業員およびシャープで働く派遣労働者、お取引先様の従業員等が利

用することができます。

さらに「ハラスメントへの対応に関する要綱」を整備し、相談者に対していかなる不利益な取り

扱いも行わないことや、相談者の同意なく相談者の特定につながる情報を一切開示・漏えいし

ないことなど、適正な運用となるようにルールを定めています。

労使関係 職場のハラスメント防止

社会活動：人権に関する取り組み
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①お取引先様が事業活動を行っている各国、地域において適用される法令、社会

規範の遵守

②健全な事業経営の推進

③環境への配慮

④最適な品質とコストの確保

⑤部材の安定供給

⑥先行技術力

⑦秘密情報の保持

シャープは、経営理念に掲げる「株主､取引先をはじめ､全ての協力者との相互繁栄を期す」と

いう言葉のとおり､お取引先様をはじめとする全てのステークホルダーの皆様と一体となって､

「事業活動を通じた社会課題の解決」と「社会・環境への負荷軽減」に取り組み､持続可能な成長

と相互繁栄を目指しています。

この目標を達成するために、シャープは調達活動全般において公平性と公正性を重視し、材料・

部品・設備などの調達先を選定する際には、日本国内・海外全てのお取引先様に対して平等に機会

を提供し、要求品質・規格・性能などを満たしているかどうかを公正に評価しています。

基本購買方針

お取引先様とともに持続可能な成長と相互繁栄を実現するためには、部品・材料の品質・価

格・納期に関する取り組みだけでなく、「製品安全」「環境安全」「人権・労働」「安全衛生」など、サ

プライチェーン全体で企業の社会的責任（CSR）を果たすことが求められています。

シャープは、調達活動における「基本的な考え方」や「お取引先様へのお願い事項」などを「基本

購買方針」として定めています。「お取引先様へのお願い事項」には、関連する法令の遵守だけで

なく、適切な労働環境の整備、児童労働や強制労働の禁止、差別の禁止、贈収賄や不公正な行為

の禁止など社会規範の遵守や環境への配慮についても明記し、これらの事項について、お取引

先様に積極的に取り組みをお願いしています。

また、シャープでは日頃の商談活動の中でもお取引先とのコミュニケーションを積極的に図り、

サステナブルな調達に関する理解を深める取り組みを行っています。

「機会の均等」と「公平な評価」に基づいた調達先の決定

① 公明正大を旨として、国内外すべての企業に公平な機会を設け、公正な評価

のもとで購買活動を行います。 

② 法令、社会規範を遵守し、お取引先様との相互協力、信頼関係の構築に努め

ます。 

③ 購買活動を通して、地球環境保全など社会的責任を果たしていきます。 

④ 最適な品質とコストを追求します。

購買活動の基本的な考え方

お取引先様へのお願い事項

● 部材の製造・販売等に関連する法令の遵守

● 労働関連法令の遵守 

● 安全衛生に関する法令の遵守と適切な労働環境の整備 

● 児童労働、強制労働の禁止 

● 人種、性別などによる差別の禁止、社員個人の尊厳の尊重 

● 環境法令の遵守 

●  贈収賄、不公正な行為の禁止 

関連情報： > 基本購買方針

社会活動：サプライチェーンCSRの推進

https://corporate.jp.sharp/procure/basic/index.html
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グローバルサプライチェーンの概要

シャープの連結子会社数は日本国内21社、海外97社（2025年3月31日現在）です。事業の

グローバル化に伴い、売上高の59.4％は海外が占めており、部材調達においても金額ベースで

62.2％は海外生産拠点で調達しています。

シャープは香港および韓国に調達拠点（International Procurement Office：IPO）を

設置して、部材の現地調達拡大や物流最適化などの調達活動を推進しています。

部材の現地調達の拡大を通じて、お取引先様との相互繁栄を図り、地域経済の発展に貢献し

ています。

「機会の均等」と「公平な評価」に基づいた調達先の決定

■ 生産拠点別調達金額構成比（2024年度）■ 地域別売上高（2024年度）

社会活動：サプライチェーンCSRの推進
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サプライチェーンCSR推進の方針と取り組み体制

シャープは、グループのCSRに関する基本方針として「シャープグループ企業行動憲章」およ

び「シャープ行動規範」を定め、従業員に徹底しています。

サプライチェーンCSRの推進にあたっては、主管する調達本部を2024年6月より代表取締役

社長執行役員 CEO直轄本部として体制を強化し、各事業本部・子会社の調達部門と連携しなが

らグループ全体でサステナブルな調達活動に取り組んでいます。

また、CEOを委員長とする「サステナビリティ委員会※」において「サプライチェーンのESGリス

クの低減」を重要取り組みテーマの1つとして設定し、本社機能部門と各事業本部・子会社が方

針や施策を共有し、サプライチェーンCSR関連施策の進捗管理を行っています。

※ P.011参照。

シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック

シャープは、シャープグループのCSRに対する考え方を理解し、実践していただくため、

2007年度に「シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック」を作成・公表し、日本語、英語、

中国語でお取引先様に配布しています。また、取引基本契約書にもガイドブックに基づくCSR取

り組みをお取引先様の遵守事項として盛り込むとともに、お取引先様のサプライヤーに対しても

ガイドブックへの賛同および実践をいただくようお願いしています。

2015年度には、このガイドブックを国際標準である「RBA行動規範」に準拠した内容に全面

改定し、その後も「RBA行動規範」の改定に合わせて、ガイドブックを随時部分改定し、変化する

国際的なCSR基準に対応しています。

業界標準イニシアティブへの加盟と取り組み

シャープは、2021年12月にグローバルサプライチェーンにおける社会的責任を推進する企業

同盟であるResponsible Business Alliance（RBA）に加盟し、RBAのビジョンとミッショ

ンをグループ全体で共有し、サステナブル調達の取り組みを進めています。

また、一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）などの活動にも積極的に参画し、業界全

体のサステナブル調達の促進に貢献しています。

関連情報： > シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック

サプライチェーン全体でのCSR推進

A.労働
1）強制労働の禁止 2）若年労働者 3）労働時間 4）賃金および福利厚生
5）差別の排除／ハラスメントの禁止／人道的待遇 6）結社の自由および団体交渉

B.安全衛生
1）労働安全衛生 2）緊急時への備え 3）労働災害および疾病 4）産業衛生
5）身体に負荷のかかる作業 6）機械の安全対策 7）衛生設備、食事、および住居
8）安全衛生に関わる連絡

C.環境
1）環境許可と報告 2）汚染防止と省資源 3）有害物質 4）固形廃棄物 5）大気への排出
6）資材の制限 7）水の管理 8）エネルギー消費および温室効果ガスの排出

D.倫理
1）ビジネスインテグリティ 2）不適切な利益の排除 3）情報の開示 4）知的財産
5）公正なビジネス、広告、および競争 6）身元の保護と報復の排除 7）責任ある鉱物調達
8）プライバシー

E.マネジメントシステム
1）企業のコミットメント 2）経営者の説明責任と責任 3）法的要件および顧客の要件
4）リスク評価とリスク管理 5）改善目標 6）トレーニング 7）コミュニケーション
8）労働者／ステークホルダーの関与と救済へのアクセス 9）監査および評価

  10）是正措置プロセス 11）文書化と記録 12）サプライヤーの責任

シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック第4版（2025年1月改訂）の項目

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

◼ 2024年度「CSR・グリーン調達調査」の継続実施 ◼ 2024年度「CSR・グリーン調達調査」実施完了（2025年4月） ★★

◼ 2025年度「CSR・グリーン調達調査」回収率100%

◼ 調達業務に従事する従業員を対象にESGに関する学習を100%実施

（2026年3月）

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

社会活動：サプライチェーンCSRの推進

https://corporate.jp.sharp/eco/supplier/csr/index.html
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サプライチェーン全体でのCSR推進

お取引先様へのCSR啓発・リスク評価の実施

近年、サプライチェーン上の奴隷労働や強制労働等の問題が国際的な関心を集め、欧米を中心

とした各国においては「米国ウイグル強制労働防止法」や「EUコーポレート・サステナビリティ・

デュー・ディリジェンス指令（CSDDD）」をはじめとするサプライチェーン人権デュー・ディリジェ

ンス関連法規制が相次ぎ成立、施行または審議されています。企業のサプライチェーンCSRの

取り組みも一層のレベルアップが求められています。

シャープは、RBA行動規範に準拠する「シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック」に基

づき、お取引先様のCSR取り組み状況を確認し、サプライチェーン上のCSRリスクを特定・評

価・低減するために「CSR・グリーン調達調査」を継続して実施しています。

調査票は、RBAの自己評価調査票（SAQ : Self-Assessment Questionnaire） に準拠

する「労働」「安全衛生」「環境」「倫理」に加えて、当社独自の「生物多様性／化学物質管理」「BCP

（事業継続計画）」「情報セキュリティ」など幅広い分野を網羅しています。

また、お取引先様に各設問の意図や背景を正しく理解していただくため、主な設問には当社独

自のガイダンス（補足説明）を追加するなど、調査対応を通じて、お取引先様の国際的なCSR基

準に関する理解の促進を図っています。

調査はシャープへの納入品を製造するお取引先様または二次製造メーカー以降の工場単位で

実施し、評価結果（スコアカード）をお取引先様にフィードバックしています。評価の結果、低評価

の分野がある場合には改善計画書の提出を求め、調査後のお取引先様とのコミュニケーション

を通じて、サプライチェーンCSR取り組みの継続的な改善を推進しています。

2024年度は、当社グループが調達している国内外のお取引先様のうち調達金額上位80%

を占める470社960事業所を対象に調査し、363社713事業所（回収率約74.2%）から回答

を回収しました。このうち低評価となった35事業所からは改善計画書を受領し、改善取り組み

を要請しましたが、サプライチェーン上で強制労働や児童労働などの深刻な問題は確認されて

いません。

今後の継続的なデュー・ディリジェンス取り組みにより、万一人権侵害等が確認された場合は、

契約に基づき直ちにお取引先様と協議の上で必要な是正および救済措置を講じます。改善が見

込まれない場合は、被害者の救済措置を最優先としつつ、取引停止を含む厳格な措置を取る方

針です。

これからも国際的な人権デュー・ディリジェンスに関する動向に対応し、サプライチェーン全体

で企業の社会的責任を果たしていくための取り組みを強化していきます。

社会活動：サプライチェーンCSRの推進

分野 サプライヤの問題点 サプライヤの改善内容

労働 ・書面の労働政策が未作成 ・就業規則に労働政策を明記する

倫理
・倫理管理の手順書が未作成
・リスク評価およびマネジメントレビューが

行われていない

・倫理管理のガイドライン策定
・リスク評価、及び改善計画に対するマネジメント

レビューの実施

BCP
・定期的な見直しができていない
・2次サプライヤのBCP策定状況が未把握
・事業再開までの目標時間が設定できていない

・BCP対策チームを編成し、定期的な評価と
見直しの実施

・2次サプライヤのBCP策定状況を確認
・事業再開までの目標時間を策定

情報セ
キュリ
ティ

・方針やルールの実施状況が確認できていない ・実施状況の確認

■ 2024年度CSR・グリーン調達調査によって見つかった問題点と改善事例

■ CSR・グリーン調達調査の評価分布状況（日本国内および海外の全生産拠点）
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サプライチェーン全体でのCSR推進

調達担当者への教育

社内の調達担当者にCSRに関する考え方を理解・実践させるために「基本購買方針」の徹底や

サプライチェーンCSRに関するカリキュラムを、新入社員研修、転入者研修および管理力向上研

修に取り入れています。

また、人権尊重については「シャープ行動規範に基づくコンプライアンス学習※1」を、持続可能

な調達に関する基礎知識については「ESGに関する学習※2」を日本国内グループ全従業員を対

象に実施しています。これらにより、社内の調達担当者全員が持続可能な調達に関連する研修

を受講しています。

2025年度は、海外拠点を含むシャープグループ全体の調達業務に従事する従業員を対象に

サステナビリティ関連学習の100%実施を目標として実施する計画です。

今後も、こうした教育プログラムの拡充と継続的な実施を通じて、国内外の調達担当者の持続

可能な調達に関するより一層の理解の促進を図っていきます。

調達BCP ※3の推進

シャープでは、地震，台風の大規模災害や感染症の流行などにおいても、パートナーである取

引先と当社の事業の継続や早期復旧を可能にするため、「ビジネスリスクマネジメント規程※4」

に基づいてのBCPの策定と定期的な見直しを実施しています。

調達部門では、部材の安定確保および調達価格の適正化を目指し、お取引先様とのパートナー

シップを強化し、部材の長期枠取りなどに取り組むと同時に、複数のお取引先様からの購買を推

進しています。さらに、お取引先様に対して、シャープへの納入品の生産拠点（工場）所在地の定

期確認・更新を要請しています。また、「CSR・グリーン調達調査」を通じてお取引先様のBCPの

策定状況を確認しています。

※1 P.140参照。

※2 P.010参照。

※3 Business Continuity Plan （事業継続計画）。

※4 P.138参照。

社会活動：サプライチェーンCSRの推進
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サプライチェーン全体でのCSR推進

社会活動：サプライチェーンCSRの推進

お取引先様からの通報・相談体制の強化

シャープ（株）および日本国内の関係会社では、組織もしくは個人の法令違反または倫理違反

等を取り扱う総合通報窓口「クリスタルホットライン」を設置し、お取引先様からの通報・相談を

受け付けています※1 。

加えて、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）」が企業に求める苦情処理メカニ

ズムの整備のため、2020年に一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構（JaCER）の発足メ

ンバー（正会員）として加盟しました。

JaCERが運用する「対話救済プラットフォーム」は34言語に対応し、グローバルサプライ

チェーン上（2次先以下を含む）の取引先従業員やそれを支援する労働組合、市民社会組織

（NGO）などを含む広範なステークホルダーが、人権に関する苦情を申し立てることができる体

制を整備しています。

※1 P.141参照。

関連情報： > 一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構（JaCER）

お取引先様におけるサステナブル調達促進への働きかけ

シャープは、お取引先様のサステナブル調達への理解を深めていただくために、国内では

2024年9月に「Sharp Supplier Summit」を開催し、130社261名の主要お取引先様に対

して、サステナブル調達に向けたシャープの方針を説明しました。

また、一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）の「CSR委員会」および「責任ある鉱物

調達検討会※2 」のメンバーとして、お取引先様向け講演会の企画・運営、最新情報の発信など、

サステナブル調達に関する教育・啓発活動に参画するなど、お取引先様の理解の促進と能力開

発を積極的に支援しています。

※2 P.105参照。

「下請法」遵守を徹底するための監査と教育

シャープ（株）および国内関係会社では下請事業者の利益を正しく保護するための法律である「下

請法（下請代金支払遅延等防止法）」の遵守を徹底するため、コンプライアンスチェックおよび社内

教育を継続的に実施しています。

コンプライアンスチェックについては、法令遵守を一層強化するため、各事業本部、調達部門、本

社部門、国内関係会社が下請法遵守状況を自己点検する「下請法セルフチェック」を毎年実施して

います。さらに、国内関係会社に対する個別の社内勉強会、グループ全体で受講者約12,000人

（日本国内グループ従業員の76.1%）のeラーニングの実施、社外セミナーへの参加などを通じて、

全ての調達部員に下請取引にかかる政府方針を含む知識の浸透と下請法遵守意識の徹底を図り

ました。

社内向け下請法勉強会本会場の様子（日本国内拠点同時中継）

https://jacer-bhr.org/index.html
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社会活動：サプライチェーンCSRの推進

責任ある鉱物調達への取り組み

責任ある鉱物調達に関する方針および体制

近年、米国金融規制改革法（ドッド・フランク法）や欧州紛争鉱物規則に加え、「欧州電池規則」や

「企業サステナビリティ・デュー・ディリジェンス指令」など、企業に人権・環境デュー・ディリジェン

スを義務付ける法規制の成立が相次ぎ、企業に求められる「責任ある鉱物調達」の取り組みは

「鉱物」「地域」「リスク」ともに対象範囲が拡がり、ますます複雑化してきています。

シャープは、「OECD※1紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーン

のためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス（OECDガイダンス）」に基づく、デュー・ディリジェン

ス活動を通じて、当社グループが調達する部材等に含まれる鉱物のサプライチェーンにおける人

権侵害や環境破壊等に加担しないこと、また、現地での健全かつ合法的な事業活動を阻害しな

いよう適切な対応を行うことを基本方針としています。

この基本方針の下、主要な事業本部・子会社において責任ある鉱物調達体制を構築するととも

に、代表取締役 社長執行役員 CEOを委員長とするサステナビリティ委員会※2において重点取

り組みテーマの一つに設定し、関連施策の進捗状況を確認しています。

関連情報： > 責任ある鉱物調達

業界と連携した取り組み

シャープは、「責任ある鉱物調達」を効率的・効果的に進めていくためには、国内外の団体と連

携して、コンセンサスを図りながら取り組むことが重要であると考え、2012年度から、一般社団

法人 電子情報技術産業協会（JEITA）の「責任ある鉱物調達検討会」に加盟しています。

また、2021年12月にはRMI※3に加盟し、責任ある鉱物調達に関する最新の国際動向を把握

しながら、グローバルに連携を深め、鉱物デュー・ディリジェンス取り組みの継続的なレベルアッ

プを図っています。

国際基準に則った鉱物ディー・ディリジェンス

シャープは、RMIが発行する国際的な報告テンプレート（CMRT※4／EMRT※5）を使用し、

3TG（タンタル、錫、タングステン、金）の調査に加えて、顧客企業からの依頼に応じて、コバルト

や天然マイカ（雲母）や、2025年4月にEMRTに追加された銅、ニッケル、リチウム、天然グラ

ファイト等の調査対応を実施しています。

調査に当たってはお取引先様に対して、RMAP※6適合製錬業者からの調達を要請するととも

に、回収したCMRT／EMRTを精査し、「OECDガイダンス」に基づくリスクの特定と評価を行っ

ています。

2024年度は、主要な事業本部・子会社において年間約400件の調査対応を実施した結果、

280社の3TG製錬／精製業者を特定し、RMAP適合率は約80%※7でした。

RMAP未適合またはハイリスクな製錬／精製業者については、サプライチェーンを通じて

RMAPへの参加を促すとともに、武装勢力との関係や深刻な人権侵害等に関与していることが

明らかになった場合は、お取引先様と情報を共有して、RMAP適合業者への切り替えを含む対

応を協議しています。

関連情報： > 2024年度特定製錬業者／精製業者リスト

※1 Organisation for Economic Co-operation and Development（経済協力開発機構）。

※2 P.011参照。

※3 Responsible Minerals Initiative（責任ある鉱物調達に取り組む国際的な団体）。

※4 Conflict Minerals Reporting Template RMIが作成、公開している紛争鉱物報告テンプレート。

※5 Extended Minerals Reporting Template RMIが作成、公開しているコバルト・マイカ報告テンプレート。

※6 Responsible Minerals Assurance Process（RMIが運用する製錬／精製業者の認証プロセス）。

※7 2025年3月現在。

■ 特定した製錬・精製業者のRMAP適合率の推移

2022年度 2023年度 2024年度

RMAP適合率 63％ 79％ 80％

https://corporate.jp.sharp/eco/supplier/conflict_minerals/
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社会活動：サプライチェーンCSRの推進

責任ある鉱物調達への取り組み

責任ある鉱物調達に関する教育と啓発

責任ある鉱物調達に関わる従業員の理解を深めるため、原則として月に一度、主要な事業本

部・生産子会社の調査関係者を対象とした定例ミーティングを実施し、最新の国際動向に関する

情報共有や、調査実務上の課題および調査システムの改善について協議しています。

また、調達部門担当者や新入社員に対して「責任ある鉱物調達」を含むサプライチェーンCSR

に関する研修等を定期的に実施している他、イントラネットに常設している「管理力向上研修」の

コンテンツの1つとして関連資料を掲載するなど、責任ある鉱物調達に関する従業員の理解の促

進を図っています。

また、サプライチェーンに対しては、JEITAが主催するサプライヤー向け「責任ある鉱物調達説

明会」に企画段階から参画し、資料作成、当日運営にも積極的に関わるなど、業界サプライチェー

ンにおける「責任ある鉱物調達」への理解の促進と川下企業の能力開発を支援しています。さら

にRMIが策定・運用するRMAPに参加していない製錬／精製業者に対して監査の受審を促すた

めのアウトリーチレターを送付して啓発するなど、グローバルベースで鉱物調達に関わる人権侵

害等の実効的な解消に貢献しています。

JEITA主催「責任ある鉱物調達説明会」の様子



107SHARP Sustainability Report 2025

編集方針・会社情報

編集方針・会社情報

ガバナンス

ガバナンス

社会活動

社会活動

環境活動

環境活動

シャープとSDGs

シャープとSDGs

理念・方針/マネジメント

理念・方針/マネジメント

目次

目次

社会活動：サプライチェーンCSRの推進

責任ある鉱物調達への取り組み

OECDガイダンスの5ステップ シャープの具体的な取り組み

ステップ1：

強固な企業管理システムの構築

⚫ 責任ある鉱物調達基本方針を策定・公表し、社内外への周知

⚫ サステナビリティ委員会において「責任ある鉱物調達」を重点取り組みテーマとして設定および関連施策の進捗管理

⚫ 取引基本契約書への「責任ある鉱物調達」要求事項を含む「シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック」の遵守条項

への組み入れ

⚫ JEITAが主催する調査説明会への参画とサプライヤー動員を通じたキャパシティ・ビルディング

ステップ2：

サプライチェーンにおけるリスクの特定と評価

⚫ CMRT／EMRTを使用したサプライヤー調査の実施

⚫ 独自調査システムによる、回収したCMRT／EMRTのチェックとリスク評価

（OECDガイダンス Annex Ⅱリスクの検知と特定）

ステップ3：

特定されたリスクに対処するための戦略の構築と実施

⚫ 高リスク製錬所に関するサプライヤーへの情報提供と排除要請

ステップ4：

独立した第三者による製錬／精製業者のデュー・ディリジェンス

行為の監査を実施

⚫ RMIウェブサイトのRMAP監査結果の定期的な確認と照合

⚫ RMAP未参加製錬所に対する業界を通じた参加呼びかけ（アウトリーチレターの送付）

ステップ5：

サプライチェーンのデュー・ディリジェンスに関する年次報告

⚫ デュー・ディリジェンス状況についてサステナビリティレポートで開示

OECDガイダンスに準拠したデュー・ディリジェンス取り組み

シャープは、責任ある鉱物調達に当たって、「OECD紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス（OECDガイダンス） 」で推奨さ

れている5ステップに基づき、デュー・ディリジェンス取り組みを進めています。
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品質に対する基本姿勢

シャープグループは、お客様の信頼獲得と満足度向上のために、上記の「品質理念」および「品

質スローガン」のもと、お客様のニーズと要望に応え、かつ安全性・品質・信頼性に配慮したより

良い製品・サービスの提供に向けて継続的に取り組んでいます。

品質保証体制

シャープグループでは、代表取締役 社長執行役員 CEOの監督の下、全社品質担当部門がグ

ループ全体のガバナンス／支援を行い、各事業本部／関係会社が個々の製品に対する責任を持

つ体制を取っています。全社機能部門と事業部門が連携し、継続的に品質改善を行っています。

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

品質・安全性の確保

社会活動：品質

私たちは、社会の要請に応え、お客様のご満足が得られる製品づくりに
向けて、常に、「品質第一」を心し、行動します。

品質理念

品質スローガン

品質第一 私たちの心です
Quality First in Heart and Mind

■ シャープグループの品質保証体制

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 世界のお客様に良いと認識していただける品質に向けて、信頼性確保

の取り組みに加え、商品／ブランドの価値を高める取り組みの強化（目

標継続）

◼ 解析技術について部門横断での連携を強化し、解析人材の育成や資産

の有効活用に向けた体制を整備

◼ 障がいのある方々とのワークショップなどを含めた、アクセシビリティ

強化の取り組みを継続・強化

★★

■ 世界のお客様に良いと認識していただける品質に向けて、信頼性確保

の取り組みに加え、修理サービス品質向上を進め、NPSを含めたブラ

ンド価値を高める取り組みの強化



109SHARP Sustainability Report 2025

編集方針・会社情報

編集方針・会社情報

ガバナンス

ガバナンス

社会活動

社会活動

環境活動

環境活動

シャープとSDGs

シャープとSDGs

理念・方針/マネジメント

理念・方針/マネジメント

目次

目次

品質マネジメントシステム

シャープグループでは、企画、設計、調達、生産、評価、市場

などモノづくりサイクルの各段階における、さまざまな品質保

証活動を推進するために、ISO9001に基づく当社独自の品

質マネジメント規定として、品質保証に必要な体制や手法を

定 め た 品 質 保 証 規 格 （ SS ： Sharp Corporation

Standard ）を制定し、日本国内・海外の全事業所ならびに

設計・生産・販売を行う連結対象子会社に徹底しています。

この規格を適宜見直して運用することにより、製品の企画、

設計、生産、販売・アフターサービスに関わる全ての部門に対

して「お客様に保証すべき品質」を明確にし、全員参加で品質

の継続的改善に取り組んでいます。

当社では全39拠点中37拠点が品質マネジメントシステム

の認証※1を取得、取得率は94.9%です（2025年4月末現

在）。

品質方針

シャープグループでは、当社の会社規程（品質保証基本規

程）に定められた「品質方針」に沿って、半期ごとに品質目標

と品質計画を策定し、PDCAを回しながら目標達成に向けて

取り組んでいます。

品質力強化に向けた取り組み

シャープグループでは、品質技術向上に向けた取り組みとし

て、代表取締役 社長執行役員 CEOを委員長、各事業本部長

／関係会社社長を委員とする｢全社品質・セキュリティ会議｣

を設置しています。同会議は、品質に関する年度目標の策定

や設定した品質KPI※2に対する進捗確認と目標達成に向けた

活動状況に加えて、製品セキュリティおよびインフラ・Webセ

キュリティを委員相互で確認し、全社として品質・セキュリティ

強化に向けて改善取り組みを推進しています。

また、同会議傘下に具体的な品質施策を協議する場として

各本部品質責任者による｢全社品質戦略推進会議｣を開催す

るとともに、全社共通または複数本部にまたがる課題につい

ては、テーマごとに各本部の専門家をメンバーとする｢専門部

会｣を設置し、早期解決を促進しています。

お客様に安心・満足して使い続けていただける高品質で

魅力ある商品を提供する

（1）法規制を遵守し、安全性・信頼性を最優先する

（2）便利で使いやすい快適さを追求する

（3）お客様の声を真摯に受けとめ、商品に反映する

品質方針

※1 ISO9001や車載機器のIATF16949、医療機器のISO13485など。

※2  Key Performance Indicator：主要業績評価指標。

※3  事業本部格の関係会社。

品質・安全性の確保

■ モノづくりのサイクルにおける品質保証活動

■ 全社品質・セキュリティ会議の体制

社会活動：品質
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品質人材育成

シャープグループでは、品質方針に基づき、製品をお客様に安心して安全にお使いいただくモ

ノづくりを目指して、体系的に品質教育を実施することで、品質マインドの醸成や品質技術力の

向上に取り組んでいます。

特に、入社4年次までの若手社員を対象に、品質技術を段階的に修得できるプログラムを推進

し、基盤教育の強化を図っています。

シャープグループでは、教育の目的に応じた形態で研修を実施しています。eラーニングシステ

ムの活用により研修の効率化を図る一方、実践力向上を狙いとする研修コースでは集合研修を

開催しています。2024年度は、合計37コースの品質研修を実施し、延べ16,631人の従業員

が受講しました。

研修形態 研修コース数 受講者数

eラーニング学習 25コース 16,018人

集合研修 12コース 613人

合計 37コース 16,631人

品質人材育成

■ 2024年度の研修コース数と受講者数

■ QC実務研修体系

※1 On the Job Training.

※2 Off  the Job Training.

※3 Quality Control（品質管理）。

社会活動：品質
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シャープ製品安全自主行動指針 

シャープでは、製品の安全性確保が最も重要な経営テーマ

および企業の社会的責任の1つであるとの認識に立ち、お客

様に安全・安心をお届けするため、製造・販売する製品の安全

性確保を最優先に取り組むとともに情報公開を進めます。そ

の実践に当たって、製品安全に関する自主行動指針を定め、

社会から一層高い信頼をいただけるように努めています。

関連情報： > 製品安全自主行動指針

製品の安全性確保の取り組み

シャープでは、製品の安全性確保のため、各国の法規制の遵

守や第三者による工場検査を含んだ安全認証の取得にとど

まらず、リスクアセスメントの考えと独自の安全基準を組み合

わせ、安全性向上に取り組んでいます。この独自基準には、想

定外の不具合が生じた場合の安全確保のため、難燃構造や異

常動作試験などに関する基準を定めており、より高い安全レ

ベルを目指して都度改定しています。また、社内関係者への研

修を行うことで、設計部門、品質部門へ安全基準の理解と浸

透を図っています。

2020年度からは、製品安全に関するリスクアセスメントの

裾野を広げる目的で、eラーニングによるスキルアップ講座の

開設のほか、リスクアセスメント推進担当者を各事業本部に設

置し、より安全な製品開発に向けてリスクアセスメント体制の

強化に取り組んでいます。

今後も製品安全に関する法改正や社会情勢の変化に迅速に

対応するとともに、お客様にシャープ製品を安心してお使い

いただけるよう、取り組みを強化していきます。

問題発生時の情報開示と対応

市場において当社の製品に起因する事故が発生した際、事

故情報の迅速な収集と分析により原因を調査し、お客様に被

害や損害を与えるおそれがあると判断した場合には、新聞や

Webサイトなどを通じて速やかに情報を開示するとともに、

お客様の安全を確保するための適切な対策を取るよう努めて

います。

「消費生活用製品安全法」に定められた重大製品事故につい

ては、当社の製品安全自主行動指針に基づき製品起因が疑わ

れる事故に関する情報を、シャープWebサイトに掲載してい

ます。

関連情報： > 製品に関する大切なお知らせ

製品安全性の確保

■ 製品事故対応の体制図

※ BRM：ビジネスリスクマネジメント。

■ リスクアセスメントの強化に向けた取り組み

社会活動：品質

https://corporate.jp.sharp/info/safety_action/
https://jp.sharp/support/announce/
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製品セキュリティの方針と取り組み 

IT技術の発展と取り扱う情報価値の増大により、ネットワークに接続される製品に関し、脆弱

性を利用したサイバー攻撃による情報漏えいや製品の乗っ取りなどの危険性が高まっています。

また、これまで十分と考えられていたセキュリティ対策についても、技術の進歩などにより相対

的に万全とは言えなくなるまでのスピードが速まっており、各国で製品セキュリティに関する法

整備も急ピッチで進められています。

このような状況下、シャープでは、お客様に安心して当社製品をお使いいただくために、製品セ

キュリティ向上のための組織体制やレポートラインを整備し、製品の企画、開発、運用、保守の各

段階において守るべきルールを規定しています。特にシャープでは、将来個々のシステムが相互

に接続されることを見据え、またシステム相互間の接続が新たな脆弱性となる懸念があること

を踏まえ、設計以前の段階からセキュリティを考慮する「セキュリティ・バイ・デザイン」の考え方を

社内で共有し、製品開発に取り組んでいます。

さらに、脆弱性情報開示ポリシーに基づいた情報収集を行い、それらの脆弱性に対するリスク

の最小化を図るとともに、お客様がシャープ製品のセキュリティに関する情報に容易にアクセス

できるようWebサイトを設置し、適時適切な情報提供を行っています。また、従業員の教育に関

しては、eラーニングによる学習プログラムを導入しており、製品セキュリティに関する知識やス

キルを向上させる取り組みを実施することで、継続的な製品セキュリティの質の担保に努めてい

ます。

これらの取り組みにより引き続き製品セキュリティの向上に努め、お客様に安心してご利用い

ただける製品を提供してまいります。

関連情報： > 製品セキュリティ

製品安全性の確保

社会活動：品質

https://corporate.jp.sharp/info/product-security/
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ユーザー中心設計の取り組み

シャープでは、より使いやすい製品をお客様にお届けするために、ユーザー中心設計（User-

Centered Design：UCD）に取り組んでいます。

UCDとは、作り手がお客様の視点に立ち、より使いやすい製品とはどういうものかを具体的

に設計に反映させることにより、お客様が満足する商品・サービスを提供することを目指す考え

方です。これは国際規格「ISO9241-210」にも基づいています。この考え方に基づいたシャー

プ独自の「UCD基本理念」や「UCD8原則」を全社で共有し、製品開発プロセスの中で、お客様

のご不満やニーズなどを調査しながら、製品の仕様や設計に反映させ、「評価→改善」を繰り返す

ことで「使いやすく」かつ「魅力」を感じる製品・サービスの実現を目指しています。

関連情報： > シャープのユーザー中心設計

お客様目線でのモノづくり

ユーザー中心設計の取り組みの中では「使いやすさ」に関わるお客様の情報をさまざまな方法

で収集し、モノづくりに活かしています。

ユーザビリティテスト※、アンケート／インタビュー調査、電話相談や訪問修理時のご意見などを

通じて得られた情報は、個人が特定できない形で開発関係者に共有し、さまざまな業務の中で

活かしています。

また、これらの活動に関して「ユーザビリティエンジニア研修」プログラム（初級～上級レベル）を

設定し、全社員を対象としたマインド醸成から、より実践的で専門性の高いカリキュラムまでを実

施することで、社員の継続的なスキルアップやモチベーションの維持・向上も図っています。

※ 製品などを操作いただいている様子を観察するテスト。

より使いやすい製品の創出

⚫開発初期段階で実施することができたため、関係者にテスト結果を共有しながら、次期

モデルの開発検討を進めることができました。（社内：商品企画担当）

⚫普段の企画・開発では気づくことができなかったさまざまな課題を見つけることができ

ました。テストと改善を繰り返しながら、より良いサービスを目指したいと思います。 

（社内：商品企画担当）

ユーザビリティテストへの参加者の声

Voice

掃除機におけるユーザビリティテストの様子 ユーザビリティテストの観察室の様子

■ お客様目線でのモノづくりのフロー

社会活動：品質

https://corporate.jp.sharp/eco/social/usability/ucd/
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アクセシビリティ／ユニバーサルデザインの取り組み

 「UCD基本理念」に基づいて、アクセシビリティ／ユニバーサルデザイン（UD）にも取り組んでい

ます。この取り組みは、年齢・障がいの有無・国籍・性別などに関係なく、できる限り多くの方が利

用可能であるように、製品・情報・環境などを作る考え方を基本としています。開発する商品・

サービスを、より多くの方々に気持ちよく使っていただけることを目指して、家電製品やデジタ

ル複合機を中心に、評価・調査などを実施しています。

こうした取り組みにより、当社家電製品の18品目が、一般財団法人 家電製品協会が運営する

Webサイトの「UD配慮ポイント」に対応しています（2025年5月時点）。

関連情報： > （一財）家電製品協会 ユニバーサルデザイン配慮家電製品情報

このような活動を全社的に継続していくために、研修を通じた人材育成にも取り組んでいます。

この研修は、アクセシビリティ／ユニバーサルデザインに特化した内容ですが、専門教育として

ユーザビリティ研修体系に組み込んで実施しています。主に基礎知識を理解・修得することを目

的とした「UD入門研修（eラーニング）」では、累計約6,500名が受講修了しました（2025年4

月時点）。また、商品改善の必要性などの気づきにつなげていくことを目的として、障がいのあ

る方々の身体的状況を疑似体験する「UD体験実習」や、障がいのある当事者の方々との対話や

ブレインストーミングなどを行う「ワークショップ」、アクセシビリティに関するイベントなどを実施

することで、障がい者に対する理解を深めています。

障がいのある当事者の方々との
対話の様子（オンライン）

より使いやすい製品の創出

ワークショップにおける講義の様子
（オンライン）

⚫対象者の方々とじかにコミュニケーションを持つことで、イメージや感覚でとらえていた

問題点が具体的に浮かび上がり、大変勉強になりました。（社内：技術担当）

⚫視覚障がい者はその分野（見えない世界）のプロだという考え方で意見を聞くことで、視

覚障がい者にとってのみではなく、すべての人にとって商品がより良いものになると感

じました。（社内：ソフト開発担当）

ワークショップへの参加者の声

Voice

社会活動：品質

高齢者・視覚障がい者などを対象とした調査の様子

障がい者（視覚障がい者・車いす利用者）を想定したアクセシビリティ評価の様子

https://www.aeha.or.jp/ud/
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アクセシビリティ対応への取り組み

アクセシビリティとは、高齢者や障がい者など、日常生活に何らかの制限がある方々でも製品・

サービスが使いやすいように配慮することです。

例えば、米国では連邦法※1により、連邦政府の機関が機器やサービスを調達する際には、制限

の有無にかかわらず誰もが利用できるものを選定することが義務づけられています。

当社のデジタル複合機などでは、連邦法で定められたアクセシビリティ基準に対する評価結果を

評価シート（VPAT※2）にまとめ、米国の販売拠点SECのWebサイトで公開しています。

関連情報： > SECのWebサイト

※1 リハビリテーション法第508条。

※2 Voluntary Product Accessibility Template（情報アクセシビリティ自己評価様式）の略。米国リハビリテーショ

ン法 第508 条などの基準に対し、特定製品のアクセシビリティの準拠に関して説明するもの。

より使いやすい製品の創出

取り組み事例

デジタル複合機の評価結果（VPAT）の例

GetNavi・家電 Watch共催「家電大賞 2024-2025」で金賞を受賞

左から：扇風機・サーキュレーター部門 金賞 プラズマクラスターサーキュレーター ＜PK-18S01＞、       
除湿機部門 金賞 プラズマクラスター衣類乾燥除湿機＜CV-SH150＞、
加湿器・暖房機部門 金賞 プラズマクラスター加湿器＜HV-T75＞

「家電大賞 2024-2025」において、当社の「プラズマクラスターサーキュレーター」＜

PK-18S01＞が扇風機・サーキュレーター部門、「プラズマクラスター衣類乾燥除湿機」＜

CV-SH150＞が除湿機部門、「プラズマクラスター加湿器」＜HV-T75＞が加湿器・暖房

機部門で、それぞれ金賞を受賞しました。

また、銀賞で４製品、銅賞でも2製品と、昨年度よりも多くの製品が受賞しています。

今年で10回目となる「家電大賞」は、その年に発売された家電製品の中から、 

「GetNavi・家電 Watch」の読者投票のみで 「ベストオブベスト」を決定する家電アワード

で、お客様から高い評価を得た製品が表彰されます。

読者コメントの中では、「性能の良さ」に加えて、「使いやすさ」「メンテナンスのしやすさ」

などに関しても高い評価をいただきました。

関連情報： > 受賞・表彰

社会活動：品質

https://policies.sharpusa.com/Sharp-Compliance-and-Ethics-Policy
https://corporate.jp.sharp/awards/2504_1
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社会活動：お客様満足

お客様に寄り添う相談対応

製品に関するさまざまなご相談に応える「お客様相談窓口（日本）」では、年間約158万件のお

問い合わせに対し「お客様に寄り添うサポート」を実現するため、商品開発部門との定期的な報告

会を通じてお問い合わせ内容のフィードバックを行い、商品の改良や新製品開発につなげていま

す。

また、スマートフォンの普及に伴い、お客様の利便性を高めるためにサポートサイトの充実にも

取り組んでいます。2018年10月からは、チャットボットによる自動回答サポートを開始し、

2020年11月からは、自動回答では解決しなかったお客様のために、オペレーターによるチャッ

トサポートを開始するなど、多様化するお客様のニーズに対応した取り組みを進めてきました。

今後は、お客様満足の更なる向上を目指し、AIを活用してサポートサイトでのお客様の利便性

を高める取り組みを推進していきます。

関連情報： > サポート・お問い合わせ

＜合理的配慮への取り組み＞

2024年4月1日から、障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）

の改正により、お客様相談窓口が運営しているサポートサイトにおいても全てのお客様がサイトを

ご利用いただけるよう、ウェブアクセシビリティ対応を順次進めています。  

また、聴覚や発話に困難のある方が利用される「電話リレーサービス※」の講習会に参加し、聴覚

障害者等による円滑な電話利用について理解を深めるなど、サポートを受けたいと思われてい

るお客様が誰一人として取り残されないよう、人に優しいお客様相談窓口の運営を心がけていま

す。

※ 電話リレーサービス：聴覚や発話に困難のある方と聴覚障害者等以外の者との会話を、通訳オペレータが手話・文字

         と音声を通訳することにより電話で双方向につなぐサービス。

お客様満足の向上

■ お客様相談件数推移（日本国内）

■ ウェブアクセシビリティ主な対応例

https://jp.sharp/support/
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＜安定運営への取り組み＞

お客様相談窓口の運営において、地震や台風などの自然災害が発生した際でも、業務を安定

的に継続することが求められます。

お客様相談窓口は、非常時でも窓口業務を継続できるよう複数の拠点に分散し、互いの業務を

補完する仕組みを構築することでBCP※対策に取り組んでいます。

※ Business Continuity Plan （事業継続計画） 。

＜応対品質向上の取り組み＞

シャープの顔としてお客様対応を行う相談員は、商品知識だけでなくお客様対応に必要な基礎

知識を習得した上で相談員としてデビューします。デビュー後も定期的な研修・勉強会を受講し

能力向上に努めています。 

運営部門では、定期的に応対／技術スキルおよび品質管理スキルの更新試験を行い、お客様

応対品質の向上に取り組んでいます。また、SMSを活用したアンケートで寄せられたお客様の声

を応対品質やサポートサイトの改善に活かす取り組みを行っています。

＜修理受付精度向上の取り組み＞

お客様がご購入された製品に不具合が発生した場合、お客様相談窓口での修理受付内容が、

その後の修理対応に大きな影響を及ぼします。

相談員はナレッジシステムを活用して製品の故障診断を行い、診断結果に基いてパーツを手配

します。

修理担当者は、修理に必要なパーツを持参することで、一度の訪問で修理完了させる取り組み

を行っています。

お客様満足の向上

■ スキルアップ研修／更新試験

■ 故障診断フローチャート例（冷蔵庫：自動製氷ができない）

社会活動：お客様満足
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アフターサービスを通じたお客様満足の向上

お客様満足への基本姿勢

＜安心と満足をお届けする製品・サービスの提供＞

シャープグループでは、常にお客様の目線で考え、お客様の立場で製品・サービスを開発・提供

することを基本としています。また、シャープ製品を長年安心してご愛用いただけるよう、お客様

の声を製品・販売・アフターサービスの改善に活かしています。

そして「次もシャープ、ずっとシャープ」と、継続して当社製品・サービスを選んでいただけるよう、

これからもお客様満足を追求していきます。

※ Customer satisfaction（お客様満足）。

アフターサービス推進体制

シャープグループでは、お買い求めいただいた製品の使い方が分からない場合や、製品に

不具合が発生したケースを想定したアフターサービス体制を整えています。

お客様相談部門・販売会社サービス部門を中心に、海外拠点を含むシャープグループが

連携してお客様に満足いただける、高品質で「迅速・確実・安心」のサービスとサポートを提供す

るための取り組みを推進しています。

関連情報： > シャープグループ企業行動憲章

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 応対満足度向上

応対満足率：90.0%以上

■応対満足度向上

 CS※マインドと修理スキル向上によるお客様応対満足率：96.8%
★★★

■応対満足度向上
 応対満足率：90.0%以上

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 体制図

品質とサービスでお客様との信頼関係を築く
「次もシャープ、ずっとシャープ」

CSスローガン

社会活動：お客様満足

https://corporate.jp.sharp/info/charter/cr/
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修理サービス体制（日本国内）

日本国内の家電製品の修理サービスは、シャープワンストップサービス（株）が担当しています。

全国各地に90か所※1以上のサービス拠点を設置、地域に密着し高度な技術力を備えたサービス

エンジニアがお客様に常にご満足いただける修理サービスを提供できるよう｢お客様の笑顔が私

の喜び｣を行動スローガンに掲げ、全社を挙げてお客様目線でのサービス活動を実践しています。

修理受付は、365日体制※2を整備。特に洗濯機・冷蔵庫・エアコンなどの生活必需品のトラブル

には一刻も早いサービス提供に努めています。

※1 2025年5月現在。

※2 地域により稼働日数が異なります。

Voice

「お客様の笑顔が私の喜び」

行動スローガン

お客様に満足いただけるアフターサービスの提供に日々取り組んでいます。

私たちは、お客様との直接の関わりを大切にしています。また、お客様の生の声を、

アフターサービスの向上と製品の品質改善に反映させています。再びシャープ製品を選ん

でいただけることが私たちの最大の喜びであり、更なる成長への原動力です。

現代のライフスタイルにおいて家電製品は欠かせない存在となりました。製品の不具合

には迅速に対応し、お客様が普段の生活に早く戻れるようサポートしています。出張修理

の際には、製品を丁寧に扱い、お困りごとをお聞きしています。

今後もお客様に常に満足していただける迅速・確実・安心のアフターサービスの

提供に努めてまいります。

社会活動：お客様満足

アフターサービスを通じたお客様満足の向上

シャープワンストップサービス（株）
京都サービスセンター M・Y
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お客様アンケートの実施

当社では、出張修理でお伺いしたお客様に、受付から修理完了までの一連の応対についてのア

ンケート調査を実施し、年間10万件以上のご意見をいただいています。

また、お客様の利便性向上と応対スピードアップを図るため、従来のはがきによる調査に加え

て、2017年度からはWebによる調査を開始し、2022年度からは全面Webによるアンケート

を実施しています。

今後もお客様からいただいた貴重なご意見やご指摘内容を詳細に分析し、サービスの仕組み

づくりやモノづくりに活かしていきます。

アフターサービスを通じたお客様満足の向上

■ サービスエンジニアの印象に関するアンケート「応対満足度」の推移

取り組み事例

応対マナーから技術スキルまで、充実した社員教育を通じて、
お客様にご満足いただけるアフターサービスを提供します。

応対マナー研修

社会活動：お客様満足

洗濯機技術研修

エアコン技術研修 液晶テレビ技術研修

お客様のニーズをしっかりと理解し、それに応えることでお客様にご満足いた

だける質の高いアフターサービスを目指しています。
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社会活動：株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

基本的な考え方

シャープでは、株主・投資家の皆様との双方向のコミュニケーションの強化を通じて、株式市場

との信頼関係を構築し、企業価値を向上させていくことを目指しています。

こうした考えに基づき、公平かつ適時適切な情報開示を行うにとどまらず、経営幹部が株主・投

資家の皆様と対話する場を積極的に設けています。

情報開示

シャープでは、法令などで定められた開示項目に限らず、事業内容、経営方針や戦略に関する

情報など、ステークホルダーの皆様にとって有用と判断される情報をきめ細やかに開示していま

す。なかでも、株主・投資家の皆様からの関心が高く、速報性も求められる決算短信や決算プレゼ

ンテーション資料などについては、原則、日本語版を開示するタイミングにあわせ、英語版も当社

の投資家情報Webサイトに掲載しています。

株主総会

定時株主総会においては、招集通知の発送前開示の実施、英文招集通知のWebサイトへの掲

載などの情報開示や、機関投資家を対象とした議決権電子行使プラットフォームへの参加、イン

ターネットやスマートフォンによる議決権行使の採用、有価証券報告書の株主総会前の開示など、

議決権を行使いただきやすい環境の整備を行っています。また、当社の経営方針や事業内容等

について理解を深めていただくため、株主総会において経営方針の説明を充実させる等取り組

んでいます。

なお、株主総会では、経営幹部がプレゼンテーション資料を用いて、足元の状況や経営の考え方

などを説明したのち、株主の皆様と率直な意見交換を行っています。

決算説明会・個別ミーティング

株主総会以外にも、決算説明会や経営方針説明会、事業説明会など、経営幹部が株主・投資家・

アナリストの皆様と対話する機会を積極的に設けています。また、証券会社主催のカンファレンス

への参加も含め、個別ミーティングやグループミーティングも随時行っています。スケジュールの

都合などで、経営幹部によるミーティングが難しい場合には、IR部門が対応しています。加えて、

ESGなど専門性の高いテーマについては、各関連部門と連携をとって、対話を行っています。

対話における主な関心事項と経営幹部へのフィードバック

IR部門では、こうした対話を通じて得られた投資家の皆様の関心事項や意見を取りまとめ、定

期的に経営幹部や関連部門にフィードバックし、経営方針の策定を含む会社経営や事業活動に活

かされるよう努めています。

なお、2024年度は、デバイス事業のアセットライト化などの構造改革の進捗状況や、ブランド

事業の成長戦略に高い関心が寄せられたほか、財務体質改善への取り組みにも多くの質問をい

ただきました。

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 経営幹部出席による、IRイベントを通じた株主・投資家との

コミュニケーションの強化

■ 経営幹部出席によるカンファレンス参加や、IR部門による

海外投資家訪問の実施
★★

■ 経営幹部による海外IRやカンファレンス参加など、グローバルかつ

積極的なIR活動の推進

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった
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投資家情報Webサイトの充実

投資家情報Webサイトでは、スマートフォンへの表示対応を行い、個人投資家向けサイトを設け

るなど、分かりやすくアクセスしやすい環境を整えています。その他、トップページは直観的にア

クセスしやすいデザインになっており、最新のIR資料がすぐに取り出せる環境を整えている他、

業績や財務情報等をコンパクトにまとめた「一目でわかるシャープ」の掲載、業績の主要数値をグ

ラフ化したコンテンツの準備など、内容の充実を図っています。2024年度は、投資家情報Web

サイト内の各ページに関連情報のリンクを掲載し、使いやすさの向上に努めました。

インサイダー取引防止への取り組み

シャープでは「インサイダー取引規制に関する規程」を制定し、未公表の重要事実（インサイダー

情報）を厳格に管理するとともに株式などの売買規制について定めています。また、インサイダー

取引に関する社内研修や社内Webサイトなどを通じた従業員への啓発活動を実施し、シャープ

の役員・従業員によるインサイダー取引の未然防止を図っています。

また、ディスクロージャー（情報公開）の重要性から「金融商品取引法上の重要事実」や「証券取

引所の定める適時開示すべき重要な会社情報」が発生した場合は、速やかに公表す

ることを徹底しています。さらに、社外からの取材への対応については、ディスクロージャーの趣

旨を十分に尊重し、インサイダー取引規制に抵触することのないように配慮しながら、対処してい

ます。

利益配分に関する基本方針

株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の1つと考えています。連結業績や財務状況、

今後の事業展開などを総合的に勘案し、長期的な視点から研究開発などへの積極的な投資や財

務体質の強化を実施しつつ、安定配当を目指しています。

株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

関連情報：> 投資家情報

       アニュアルレポート（統合報告書）

       個人投資家の皆様へ

       一目でわかるシャープ

アニュアルレポート2024（統合報告書）投資家情報Webサイト

個人投資家向けサイト 一目でわかるシャープ

社会活動：株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

https://corporate.jp.sharp/ir/index.html
https://corporate.jp.sharp/ir/library/annual/
https://corporate.jp.sharp/ir/personal/
https://corporate.jp.sharp/ir/pdf/sharp_ataglance_j.pdf
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献血活動

シャープは、国内のみならず、海外でも献血活動に協力しています。国内では7拠点※1で約

600人、海外ではカナダの販売拠点SECLやインドネシアの生産販売拠点SEID、インドネシアの

生産会社SSIで計310人が協力しました。

身近なボランティアを実施

シャープは、国内各拠点で地域の障がい者福祉施設に対し、製品販売の機会を提供しています。

職場でできる国際ボランティア活動としては、労働組合の取り組みとして国内外の切手（使用

済・未使用）※2や、はがき（未投函・書き損じ）※3、未使用カレンダー・手帳※4、外貨、本・CD・

DVDなどを回収し、寄付活動を行っています。

また、地域コミュニティが主催するイベントへの社員ボランティア派遣や、協賛を行っています。

※1 八尾事業所（大阪府）／藤井寺事業所（大阪府）／幕張事業所（千葉県）／広島事業所（東広島市）／福山事業所（広島県） 

／シャープマーケティングジャパン（株）尼崎支店（兵庫県）／沖縄シャープ電機（株）。

※2 公益財団法人「日本キリスト教海外医療協力会」に協力。

※3 特定NPO法人「シャプラニール＝市民による海外協力の会」に協力。

※4 広島ケナフの会・ケナフネットワークジャパン主催のチャリティーカレンダー展へ寄付。

シャープグループでは国内のみならず「広く世界の文化と福祉の向上に貢献する」という経営理念のもと、各地域コミュニティの一員として地域の社会課題解決に取り組んでいます。引き続き地域と

共存共栄する良好な関係を育むため、従業員が主体となって自発的かつ継続的に活動を推進していきます。

社会活動：地域社会とともに

社会貢献活動の推進

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 地域コミュニティの社会貢献活動への継続参加

■ 障がいのある方々へのキャリア教育支援活動の継続実施

■ 地域コミュニティ主催のボランティア活動に延べ86回延べ832人が参

加（日本国内のみ）

■ 障がいのある方々へのキャリア教育支援活動を5コース計延べ365回、

延べ2,489人を対象に実施

★★

■ 地域コミュニティの社会貢献活動への継続参加

■ 身近な社会貢献活動を新たに推進

■ 障がいのある方々へのキャリア教育支援活動の継続実施

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

SSIの献血風景

SECLの献血活動参加者 SEIDの献血風景
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社会貢献活動の推進

取り組み事例

洪水被災地に食料を提供

インドネシアの生産販売拠点SEIDは、2025年3月の大雨による大規模洪水で被

災した地域に対し、生活必需品2,000セットを提供しました。支援物資は村役場での

配付だけでなく、移動が難しい住民にも直接配付しました。

また、洪水で損傷したシャープ製品については、無償修理などの対応を行いました。

取り組み事例

社会活動：地域社会とともに

地元主催のお祭りにボランティアとして参加

天理事業所（奈良県）では、地元の櫟本（いちのもと）小学校で毎年2月に開催される

「はにわ祭り」にボランティアとして参加しています。

このお祭りは、巨大円筒埴輪などを焼いた「古代の工房跡」が学校の敷地内から見つ

かったのをきっかけに1999年に始まっており、お祭り内のイベントとして、小学生が制

作した円筒埴輪を野焼きします。この円筒埴輪は、毎年7月に実施される櫟本灯火会の

燈篭としても使用され約3000基の灯火で幻想的な絵を描き出します。

2025年2月に開催された「第24回櫟本校区はにわ祭り」では、従業員21名が、焼き

上がりを待つ間に実施された「校区探検ウォークラリー」で、小学生の引率者と交差点

などのポイントでの立哨者に分かれ、子どもたちの安全を守りました。

ウォークラリー実施の様子

取り出された「はにわ」小学生が制作した「はにわ」への火入れ

村役場にて支援物資を配付 個別訪問にて支援物資を配付

シャープ製品の修理
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社会貢献活動の推進

取り組み事例

若年性関節炎を患う子どもたちを支援する募金イベントを主催

ニュージーランドの販売拠点SCNZは、当地の関節炎協会の取り組みを20年以上に

わたり支援しています。若年性関節炎を患う子どもたちの屋外キャンプ資金援助のた

め、チャリティーイベントを毎年協賛しています。

2025年3月のイベントには、パートナーやクライアント、従業員が参加し、全体で

11,000NZドル以上を集めました。ニュージーランド関節炎協会の最高責任者のフィ

リップ・カーニー氏からは「シャープからのご支援は大変素晴らしいものです。シャープ

のゴルフデーで集められた寄付は、子どもたちに病気は孤独ではないという体験を提

供するキッズキャンプの資金に充てられています。この活動はシャープ社のご支援なし

には実現できませんでした。」との感謝のお言葉をいただきました。

取り組み事例

社会活動：地域社会とともに

地域のチャリティーランに参加

欧州のデバイス販売拠点SDEは、ドイツ国内で広く認知されているチャリティーラン

「B2Run」に関連会社とともに参加しています。このイベントには、ドイツ国内の

11,800社から24万人以上が参加しており、2025年6月に開催されたイベントには

SDEから19名が参加しました。

このチャリティーランの参加費の一部は、エチオピアの農村地域への清潔な飲料水供

給や植樹プログラム、またインドでの水力発電による気候変動対策支援に使われてい

ます。

従業員同士でイベントに向けたトレーニングをともにすることにより、チームワークの

醸成にも繋がっています。

チャリティーランのスタート地点 SDEの参加者

オリジナルのランニングウェアで一体感

シャープゴルフデー開催風景

SCNZの参加者
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社会貢献活動の推進

台風の豪雨被災地の家庭に炊飯器を寄贈

ベトナムの販売拠点SVNは、2024年9月の台風「ヤギ」による豪雨で大規模な洪水

に襲われたラオカイ省、トゥエンクアン省、イエンバイ省の家庭に対し、顧客企業のDien

May Xanh社とともに計4,600台の炊飯器を寄贈しました。

炊飯器は一見すると小さな家庭用品ですが、困難から立ち直ろうとする家庭にとっ

て、温かい食事を用意できるようになり、日常生活を取り戻すための第一歩となります。

製品の提供だけでなく、地域社会への実用的で意義のある貢献を通じて、今後もSVN

の価値を創造していきます。

寄贈された炊飯器

取り組み事例

社会活動：地域社会とともに

火山噴火の被災者を支援

インドネシアの生産販売拠点SEIDは、2024年11月に発生したレウォトビ火山の噴

火の被災者支援として、NPO「Human Initiative」を通じて1億ルピア（日本円で約

90万円）相当の支援※を実施しました。この物資の配布は、アクセスが困難なため、支

援を受けられていなかったTitiehena（ティティエヘナ）地区の住民約5,600人を対

象としました。

支援物資の贈呈式

炊飯器を受け取った子どもたち

支援物資

※ 食料パッケージ、マスク、衛生キットの配付および簡易キッチンの設置。

取り組み事例

贈呈式の様子
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社会貢献活動の推進

取り組み事例

レタスの水耕栽培

社会活動：地域社会とともに

若者に農業研修を実施

インドネシアの生産販売拠点SEIDは、若者の農業離れを食い止めるための施策と

して、企業のCSR活動をサポートするBenihBaik社と協力し、2024年11月に

「Sharp Hydro Heroes」プログラムを開始しました。この研修プログラムは20名

の若者を選抜し、水耕栽培による農業のトレーニングの実施するだけでなく、栽培場

所も提供しています。

2025年1月のはじめての収穫では、約5㎏のレタスが収穫されました。

はじめてのレタスの収穫

取り組み事例

乳がん患者のための募金イベントに参加

カナダの生産販売拠点SECLは、Canadian Cancer Society（カナダがん協会）

主催の「CIBC Run for the Cure」に2022年から参加しています。このイベントに

は、カナダ全土で5万人以上が参加しており、毎年1,400万カナダドル以上が集められ、

重要ながん研究と治療に寄付されます。

2024年10月に開催されたイベントにSECLも参加しており、会社および従業員、代

理店、家族、友人などから集められた約6,600カナダドルを寄付しました。

スタート地点の参加者

完走した参加者
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社会貢献活動の推進

取り組み事例

社会活動：地域社会とともに

9月の洪水で被害を受けた電子レンジの修理 12月の洪水で被害を受けた洗濯機の修理

洪水被害を受けた地域での修理対応

タイの合弁会社STCLは、2024年9月および12月にそれぞれタイ北部と南部で発

生した洪水で大きな被害を受けた地域において、浸水した家電製品を特別価格で修

理する被災地支援を実施しました。

STCLのサービス技術者を被災地に派遣し、現地の修理業者と協力して、液晶テレビ、

冷蔵庫、空気清浄機、電子レンジ、洗濯機など、シャープ製品だけでなく他社ブランド

製品を含め、合計17日間で延べ70台以上の家電製品の修理や故障診断を行いまし

た。

今後も事業を展開する地域社会に寄り添う社会貢献活動を行っていきます。
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障がいのある方々への教育支援活動

当社は、創業者の障がい者支援への想いを受け継ぐ社会貢献活動の一環として、特例子会社※

のシャープ特選工業（株）とともに障がいのある方の職業観や勤労観を育む自立支援としてキャ

リア教育支援活動に取り組んでいます。

2024年度は以下の計5コースを延べ365回実施し、障がいのある方やその支援者など延べ

2,489人が参加しました。

（取り組みを開始した2012年度からの累計では延べ4,545件、28,427人が参加）

また、海外では、UAE販売拠点SMEFが障がいのある学生を支援するイベントに製品を提供し、

売上を寄付しています。

※ 障がい者の雇用の促進および安定を図るため、事業主が障がい者の雇用に特別の配慮をして設立した子会社。

社会活動：地域社会とともに

社会貢献活動の推進

● 職場見学（来社型）コース ：障がいのある社員が働く職場の見学と座学による解説

● 職場体験実習（来社型）コース ：障がいのある社員が働く職場での就労体験

● 出前授業（学校訪問型）コース ：障がいのある社員が講師となり｢働くということ」を

テーマとした授業を実施

● オンライン授業（動画閲覧型）コース：動画とワークシートを用いた授業を実施

● 講演（訪問型）コース ：障がいのある社員の実体験をもとにした幅広い講演を

 実施

職場見学コース

出前授業コース オンライン授業コース

講演コース

職場体験実習コース
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取り組み事例 取り組み事例

社会活動：地域社会とともに

感謝状授与式 感謝状

大阪府教育委員会から3年連続感謝状を受領

シャープ特選工業は、大阪府教育委員会が実施する「中学部生徒及び保護者向け職

場体験実習」に取り組み開始当初の2023年から協力しており、2025年3月に3年

連続で感謝状をいただきました。

当活動は、大阪府内の支援学校に通う生徒に対し、早期からキャリア教育・職業教育

を行うことで、社会的自立のためにどのようなスキルを身に付けておく必要があるか

を考えるきっかけを提供しています。

2024年度は、1月に大阪府立高槻支援学校と大阪府立八尾支援学校に通う中等部

の生徒とその保護者・先生の受け入れを行いました。会社見学では、社内見学の他、

製品検査体験や梱包作業実習などを通し、仕事やチームワークの大切さを学ぶ機会

を提供しました。参加された保護者からは「たくさんの方が、障がいを抱えながら自分

にできる事を見つけ、仕事をしているのを知ることができて刺激になりました」と

いった感想をいただきました。

これからも、生徒たちが自身の将来像についてより具体的なイメージを持ち、夢や目

標に向かって学んでいけるよう、協力していきます。

大阪府教育委員会から「就労支援アドバイザー派遣事業」を受託

シャープ特選工業は、大阪府教育委員会が推進する「支援学校就労支援アドバイザー

派遣事業」に協力しています。当事業は、大阪府内にある企業の障がい者雇用や人材

育成に携わる担当者が、支援学校の中等部に通う生徒や保護者、就労支援に係る教

員を対象に、講演や出前授業、研修を実施するもので、2024年度にスタートしました。

2024年度は大阪府立生野聴覚支援学校、大阪府立和泉支援学校、大阪府立泉北

高等支援学校の3校を受け入れ「企業が求める人材」「企業が実践する障がい者雇用

の実際」をテーマに「企業はどのような人と働きたいと考えるか」「学生の間につけて

おくべき力」について研修をしました。講義の中では、学校生活では馴染みのない「特

例子会社」「障害者法定雇用率」「合理的配慮」といった項目を紹介しました。

また、実際の採用担当による集団模擬面接も行い、生徒一人ひとりにフィードバック

することで、それぞれの課題などを示しました。

参加者からは「企業の障がい者雇用に携わる担当者から直接話を聞くことのできる

機会であり、学校とは異なる視点で話してもらえたことで、就労に向けての意識向上

につながった」「適切な配慮を受けることで、障がいがあってもいきいきと働くことが

できると分かった」などのご意見をいただきました。
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Voice

「特別支援学校等へのキャリア教育」を受けられている学校からのコメント

シャープ特選工業株式会社様には、日頃より本校の進路

指導に向けた取り組みで大変お世話になっております。

本校は、昭和23年に兵庫県立姫路聾学校として誕生し、

平成19年に兵庫県立姫路聴覚特別支援学校に改称され、

今年で創立77周年を迎える聴覚障害教育の伝統校です。

校舎からは世界遺産の姫路城を間近に臨むことができ、

歴史と文化が感じられる素晴らしい環境のもと、保育相

談部から高等部まで、合わせて91名の幼児・児童・生徒

が日々学習に励んでいます。

御社には毎年7月に高等部１年生の生徒を対象に、

御社（大阪）と本校（姫路）をオンラインで結んで、出前授業を実施していただいています。同

じ聴覚障がいをもった社員の方に手話を使用し、「働くことの意義」をテーマとした講義をし

ていただき、生徒たちからの「仕事に対するやりがいは？」などのさまざまな質問に対しても、

リアルタイムで丁寧にお答えいただいています。生徒たちは同じ障がいを持った先輩が、様々

な困難を乗り越えながら活躍されている様子を将来の自分のこととして捉え、また、先輩方

の考え方に共感し、将来の進路選択に向けて自信を持って歩み出していく一つの契機となっ

ています。毎年このような貴重な機会を提供していただいておりますことに、改めて深く感謝

申し上げます。

本校は生徒の卒業後の社会的な自立を目指し、日頃よりコミュニケーション力の向上と言語

力の育成に重点的に取り組んでおります。今後も御社をはじめ各種関係機関との連携を深め、

そこで得られたさまざまな知見を積極的に活用していくことで、本校教育をさらに充実させ

ていきたいと考えております。今後ともより一層のご指導とご支援を賜りますようお願い申

し上げますと共に、御社の益々のご発展を心よりお祈り申し上げます。

出前授業講師の従業員より

2024年12月に初めて出前授業で登壇し、これまでに

2校で授業を実施しました。自身の仕経験や人との関わり

の中で得た学びを学生の皆さんに伝えたいという思いから

講師を務めています。はじめはうまく伝えられるか不安

でしたが、メモをとりながら真剣に話を聞く学生の様子が

とても印象的で、一人ひとりの目を見て話すことができて

います。また、苦手だった人前に立つことも、講師として

話すことで自信を持てるようになりました。

学生の皆さんには「目標を立てることの大事さ」につい

て知ってほしいです。私自身、仕事をする上で大切にしていることでもあり、目標を立て

ることで目指すべき方向が分かり、達成できると自信につながります。

私はこれまでに先輩や上司からいろいろなことを教えてもらい、たくさん影響を受けて

きました。私も出前授業を通して少しでも学生に影響を与えられるような存在になりたい

です。

シャープ特選工業（株）

下野 祥季

社会貢献活動の推進

兵庫県立姫路聴覚特別支援学校

校長 山本 幸生さま

社会活動：地域社会とともに

オンライン授業の質疑応答の様子
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社会貢献活動の推進

取り組み事例

社会活動：地域社会とともに

障がいのある学生を支援するフェアに参加

UAE販売拠点SMEFは、「Al Noor Center for Rehabilitation People

Determination」が主催するフェアに賛同しています。このセンターはUAEの国立機

関として、さまざまな国籍の障がい者に対する教育とリハビリテーションを実施してい

ます。

SMEFは2024年2月に実施されたフェアに電子レンジ、掃除機、炊飯器、アイロンな

どの家電製品を寄付しました。

イベントのポスター

フェアに寄付した家電製品

イベントの様子
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ガバナンス：コーポレートガバナンス

コーポレートガバナンス

基本的な考え方

シャープは、経営理念の一節に掲げている「株主、取引先を

はじめ、全ての協力者との相互繁栄を期す」という考えの基、

「透明性」「客観性」「健全性」を確保した迅速かつ的確な経営

により、企業価値の最大化を実現することをコーポレートガバ

ナンスの基本的な考え方としています。

こうした考えから、社外取締役を選任し、また、監査等委員

会を設置することで、取締役の職務執行の監督機能の強化お

よび取締役会における意思決定の機動性を高めています。

一方、業務執行については、執行役員制度の導入により、監

督／意思決定機能と業務執行機能を分離することで、迅速か

つ効率的な業務執行を着実に遂行できる体制を構築していま

す。さらに、ビジネスユニットを単位として収益責任を明確に

することで、個別の事業・オペレーションを徹底的に強化する

とともに、本社組織で統制をしています。

加えて、全ての取締役、執行役員および従業員のコンプライ

アンス意識の高揚を図るため、具体的な行動指針として

「シャープグループ企業行動憲章」を制定し、浸透に取り組ん

でいます。

当社のコーポレートガバナンス体制

＜監督／意思決定機能＞

当社の取締役会は、法令で定められた事項や経営に関する

重要項目を決定するとともに、業務執行の状況を監督してい

ます。

取締役会は、シャープグループの事業に精通した社内取締

役と、社会・経済動向や経営などの分野に関する高い見識や

豊富な経験を有する人材から選任する社外取締役で構成して

います。

また、取締役会はその諮問機関として任意の「指名委員会」

および「報酬委員会」を設置しています。指名委員会は取締役

会に対して取締役候補者の提案を行い、報酬委員会は取締役

会の委任を受け取締役に対する金銭報酬の額を決定していま

す。なお、コーポレートガバナンスの強化策として、各委員会

の構成員は過半数を独立社外取締役とし、委員長は独立社外

取締役が務めることとしています。また、親会社グループと

シャープグループとの取引で経営戦略会議に付議すべき案件

で重要なものについては、決定に先立ち、独立社外取締役が

過半数を占める取締役会において取引の必要性・合理性・妥

当性につき審査を受け、承認を得ることとしています。なお、

社外取締役の独立性の基準として「社外取締役の独立性判断

基準」を定め、当社Webサイトに開示しています。

加えて、取締役会の諮問機関として「内部統制委員会」を設

置し、内部統制および内部監査に関する基本方針・整備・運用

の状況などを審議して、取締役会に報告し、必要な事項を取

締役会に付議しています。

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 取締役会の更なる機能向上に向けた体制づくり

■ 大型投資案件の進捗確認と事後検証

■ 独立社外取締役を増員（4名→ 6名）

■ 大型投資案件の進捗確認と事後検証を半期ごとに実施
★★ ■ コーポレートとビジネスグループの役割と責任を明確化

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 監督／意思決定機関の構成（2025年6月28日現在）

全構成員
社内

取締役
社外

取締役
独立役員 任期

取締役（監査等委員
除く）

4人 2人 2人 2人 1年

監査等委員である
取締役

3人 1人 2人 2人 2年

全構成員
社内

取締役
社外

取締役
取締役
以外

議長／委員長

取締役会 7人 3人 4人 0人
議長：
副会長

指名委員会 5人 1人 4人 0人
委員長：
独立社外取締役

報酬委員会 5人 1人 4人 0人
委員長：
独立社外取締役

内部統制
委員会

6人 3人 2人 1人
委員長：
代表取締役 社長
執行役員 CEO

■ 取締役（監査等委員除く）／監査等委員である取締役
（2025年6月28日現在）
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ガバナンス：コーポレートガバナンス

＜業務執行機能＞

取締役会規則により、取締役会が決定すべき事項として、経

営基本方針や経営計画その他の経営上の重要な事項および

法令・定款により取締役会が決議すべきとされる事項を定め

ています。

その他の経営および業務運営に関する事項の決定について

は、職務権限規程などの社内規程を定め、当該規程に基づき

決裁することとしています。このうち、全社的な経営および業

務運営に関する重要な事項について審議する機関として、執

行役員を構成員とする「経営戦略会議」を設置し、適宜開催す

ることで、経営の迅速な意思確認を行っています。

＜監査機能＞

監査等委員会は3人の監査等委員である取締役で構成され

ており、全員が専門的な高い知見を有しています。そのうち2

人は独立社外取締役であり、1人は常勤の監査等委員です。監

査等委員である取締役のうち2人は、財務および会計に関す

る相当程度の知見を有しています。

監査等委員会は、業務執行取締役および会計監査人、さら

には内部監査部門などと定期的に意見交換を行い、業務執行

の適法化・適正化・効率化に努めています。また、経理・法務な

どの専門知識を備えた専属の従業員により構成される「監査

等委員会室」を設け、監査等委員会をサポートしています。

当社は、会計監査人であるPwC Japan有限責任監査法人

の監査を受けており、監査を通じて、業務改善につながる提

案を受けています。

なお、内部監査部門として、業務執行部門からの独立性を保

つため、社長直轄組織下に「監査部」を設置し、経営諸活動の

全般にわたる管理・運営および業務の遂行状況を適法性、合

理性の観点から監査しています。その結果に基づき、被監査

部門への情報の提供および改善・合理化への助言・ 提案等を

通じて、会社財産の保全、経営効率の向上および内部統制シ

ステムの充実を図っています。

関連情報： > コーポレート・ガバナンス

関連当事者取引等の管理

シャープでは、関連当事者取引等※が会社の財政状態や経

営成績に不利な影響を及ぼすことがないよう、「関連当事者

取引規程」を制定し、管理を行っています。

関連当事者を一覧にしたリストを作成し、取引開始時に関連

当事者取引等に該当するかどうかを確認しています。

このリストは定期的に更新し、社内および国内・海外の連結子

会社へ周知徹底しています。

なお、関連当事者取引等との取引は、通常の取引と同様の社

内決裁手続を経ています。その際に、取引の必要性、合理性、

取引条件の妥当性を検討し、より慎重な判断の上で取引を決

定しています。

加えて、年に1度、社外取締役が指定した取引の内容を検証

し、その結果を取締役会へ報告しています。

※ 関連当事者取引および経営者関与取引。

    関連当事者取引：当社の役員、子会社、大株主など、当社と一定の関係が

 ある会社・人物との取引。

  経営者関与取引：当社の経営者自らが紹介・企画した取引。

コーポレートガバナンス

https://corporate.jp.sharp/ir/governance/policy/
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ガバナンス：コーポレートガバナンス

■ 当社のコーポレートガバナンス体制（2025年6月28日現在）

コーポレートガバナンス
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コーポレートガバナンスを有効に機能させる方法の1つとし

て「会社法」および「金融商品取引法」に基づく「内部統制報告

制度」に則り、グループ全体の業務の適正を確保するための

体制「内部統制システム」を整備・運用しています。

具体的には、内部統制の基本的な考え方として「内部統制に

関する基本方針」を取締役会で決議しています。この基本方針

に則り、取締役会の諮問機関として代表取締役 社長執行役員 

CEOが委員長を務める「内部統制委員会」を設置し、内部統

制に関する諸施策を審議するとともに、整備・運用状況を確

認し、必要に応じて基本方針の改定の提案などを行っていま

す。また、基本方針に沿って、専門部署を設置するなど体制・

制度を整備・構築し、その実現のための施策を設定して運用す

るとともに、その運用状況を網羅的に確認・評価し、定着・改

善を図っています。特に、財務報告に係る統制を高める取り

組みや、コンプライアンスを強化する取り組み、事業リスクの

低減を図る取り組みなどを実施し、内部統制の有効性を高め

ています。

2024年度は、シャープグループの内部統制を整備し、運用

状況の確認・評価を網羅的に行い、シャープグループの内部

統制の再整備・運用改善を行うことで課題解決に取り組みま

した。また、内部統制委員会を2回開催し、その結果を取締役

会において報告しました。

これらの取り組みにより「2024年度（2025年3月末時点）

の内部統制は各統制領域において有効に機能している」との

内容の内部統制報告書を、2025年6月に提出しました。

2025年度は、引き続き日本国内・海外関係会社を含む各

統制領域における統制整備・評価を行います。また、評価を通

じて明らかになった重点項目（課題）に集中的に取り組み、効

率的で有効性の高い内部統制を実行していきます。

内部統制

ガバナンス：内部統制

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 「内部統制に関する基本方針」に基づく施策による網羅的な内部統制の

整備・運用

■ 各統制領域にて発見された重点目標（課題）に対する集中的な内部統

制の整備・運用の評価の実施

■ 「内部統制に関する基本方針」に基づき設定した55の施策の実施完了

■ 各統制領域にて発見された重点目標（課題）の対応を含む内部統制の

整備・運用の評価を行い、改善

★★

■ 「内部統制に関する基本方針」に基づく施策による網羅的な内部統制の

整備・運用

■ 各統制領域にて発見された重点目標（課題）に対する集中的な内部統制

の整備・運用の評価の実施

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 内部統制体系図（2025年6月現在）
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リスク管理の基本的な考え方

シャープでは、ステークホルダーの期待に応え、社会的責任を果たし、事業を継続的に発展させ

るための重要な活動の1つとして、リスクマネジメントを位置付けています。

基本的な考え方として「ビジネスリスクマネジメント規程」を制定し、ビジネスリスクマネジメント

体制を構築するとともに、経営への影響が特に大きいリスク項目を「外部経営環境」「財務」「法

務」「労務」「業務」の5種類に分類した「特定リスク」計118項目を選定・管理しています。

全ての特定リスクについて、全社を横断的に管理する機能部門と、自らの事業領域における管

理を担当する事業本部・関係会社が連携し、リスクの最小化・適正化や、未然防止の取り組みを

行っています。

また、経営環境・市場の変化に対応するため、毎年特定リスクの見直し、評価・得点化をした上

で、特定リスクの未然防止策および顕在化した場合の対応策の検討・策定を行っています。検討・

策定した内容は管理本部長が確認後、代表取締役 社長執行役員 CEOが委員長を務める内部統

制委員会へ報告しています。内部統制委員会には、後述する重大なリスク事案の概要や対応内

容・その件数も報告しています。なお、内部統制委員会へ報告した内容は取締役会にも報告して

います。

リスクマネジメント

ガバナンス：リスクマネジメント

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 重大なリスク事案が顕在化した場合における幹部・関係部門への報告

ルールの各事業本部・関係会社への継続徹底

■ 重大なリスク事案が顕在化した場合における幹部・関係部門への報告

ルールの見直しおよび各事業本部・関係会社への徹底
★★

■ 重大なリスク事案が顕在化した場合における幹部・関係部門への報告

ルールの各事業本部・関係会社への継続徹底

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

分類 特定リスク例 項目数

外部経営環境 自然災害リスク、感染症リスク 等 12

財務 財務に関するリスク 等 13

法務 法令・ルール違反 業務上の不祥事 等 31

労務 従業員の雇用・労務・人権問題 等 14

業務 商品・サービス・品質にかかわる問題、資材調達に関わる問題、
機密情報漏洩リスク、環境に関わる問題 等

48

118

■ 特定リスクの分類・項目数（2025年5月時点）

■ ビジネスリスクマネジメント体制
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重要なリスク事案発生時の対応

「ビジネスリスクマネジメント規程」では、重大なリスク事案が発生した場合の対応ルールを定め

ています。緊急事態発生時の迅速かつ適切な行動により、自社のみならず、社会に対する損失の

最小化と被害の拡大防止を図るとともに、ステークホルダーに対して速やかな情報開示を行う

よう規定しています。そして、発生した重大なリスク事案の重要性・優先度等に応じ、代表取締役、

CFO、CTO、管理本部長、常勤監査等委員、関係部門長等へ報告しています。

2024年度は、103件の重大なリスク事案が報告されました。また、シャープグループにおける

重大なリスク事案が顕在化した場合の報告ルールの見直しおよび各事業本部・関係会社への徹

底を行いました。2025年度も継続して再徹底を行います。

事業継続マネジメントの推進

シャープは、地震や感染症の流行などの大規模災害において事業の継続や早期復旧を可能に

するため、BCP※を策定しています。策定済みのBCPにおいては「人命最優先」「事前対策および

災害時復旧対策の整備」「地域社会、取引先の支援」をグループ共通の基本方針とし、定期的に見

直すとともに、組織変更や事業内容の変化に応じた見直しや訓練によって、組織の事業継続能力

の維持・改善を図っています。万一、大規模災害が発生し、当社の事業活動に甚大な影響が予想

される場合には、本社に緊急対策本部を立ち上げ、被災地域の拠点をサポートするとともに、拠

点と連携し、従業員およびその家族の安全確保を中心とする初動対応、事業継続・復旧への対応

を行います。

2024年度は、主要な国内事業拠点に対し、策定したBCPの内容、定期的な見直しや訓練の実

施状況、現状の課題等について調査するとともに継続した取り組みを再徹底しました。

今後も、あらゆる災害や感染症に備え、継続的に取り組んでいきます。

※ Business Continuity Plan（事業継続計画）。

リスクマネジメント

ガバナンス：リスクマネジメント
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コンプライアンスに関する方針

シャープグループは、「経営理念」「経営信条」を踏まえた「シャープグループ企業行動憲章」

「シャープ行動規範」を制定し、誠意と創意をもって正々堂々の経営を実践することを社内外に宣

言しています。また「コンプライアンス基本規程」を定め、コンプライアンスを「法令及び会社諸規程

を遵守し、企業倫理に沿った行動をとること」と定義したうえで、社会において何が正しいのかを

常に考えながら、コンプライアンスを重要視した経営を実践しています。

コンプライアンス推進体制

シャープグループでは、コンプライアンスの推進に関する最高管理責任者はCEOが担っていま

す。CEOによるグローバルな視点での基本方針の策定と徹底のもと、具体的なコンプライアンス

に関する施策の立案・徹底、実施状況の確認、是正措置の立案・徹底を行っています。具体的には、

事業遂行に関連する個々の法令のうち、全社的な影響を及ぼす恐れのある重要な法令分野ごと

に法令主管部門を設置し、法令主管部門が、主管する重要法令の内容・動向を把握し、事業への影

響を検討した上で、必要に応じて事業・業務の見直し、会社諸規程の改定、日常業務基準の策定・

改定、役員・従業員への周知・指導などを行っています。

各事業本部長は、自本部のコンプライアンスについて責任を負うとともに、自本部傘下の子会

社・関連会社（以下、子会社等）のコンプライアンスの推進について指導・監督する責任を負ってい

ます。国内外の各子会社等におけるコンプライアンスの推進については、おのおのの社長が責任

を負っています。

また、コンプライアンスに関するリスクが顕在化した場合は「ビジネスリスクマネジメント規程」に

基いて適切に対応するとともに、是正措置を講じて再発防止を徹底します。

コンプライアンスに関する教育

シャープグループは、各法令分野に関する諸規程とは別に、役員・従業員の一人ひとりが遵守す

べき事項、 禁止事項、取るべき行動の具体的な基準を示す「シャープグループ・コンプライアンス・

ガイドブック」を策定し、社内に公開・徹底しています。

また、「シャープ行動規範」や重要な法令分野（競争法遵守・腐敗防止・個人情報保護など）に関す

る研修（eラーニングを含む）を定期的に実施しています。

2024年度はシャープ（株）、国内の子会社等、労働組合など17,938人を対象に実施し、

17,352人が受講（受講率：96.7%）しました。

海外の子会社等においても行動規範の周知を図っています。これに加えて2024年度は、社外の

専門家を招へいし、経営幹部に向けたコンプライアンス研修を実施しました。

コンプライアンス

ガバナンス：コンプライアンス

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 適時の報告や情報共有を可能とするグローバルな管理体制の構築

■ グローバルな事業活動に伴うデータ取得および提供を踏まえた

 各種テンプレートの充実

■ シャープグループ コンプライアンス意識調査の実施（9月～10月）

■ CEOからのコンプライアンスメッセージの発信（9月、3月）

■ 経営幹部向けコンプライアンス研修の実施（11月）

■ グローバルな事業活動におけるデータ取得・提供のための体制整備（12月）

★★

■ コンプライアンスプログラムの抜本的な改革に向けた取り組み

■ ブランド事業の強化に伴うAI、データ取得等に関するグローバルな

法規制への対応



141SHARP Sustainability Report 2025

編集方針・会社情報

編集方針・会社情報

ガバナンス

ガバナンス

社会活動

社会活動

シャープとSDGs

シャープとSDGs

理念・方針/マネジメント

理念・方針/マネジメント

目次

目次

環境活動

環境活動

シャープ（株）および国内関係会社の通報窓口

シャープ（株）および国内関係会社では、2022年6月に改正施行された「公益通報者保護法」

に準拠し、業務に関する法令違反や「シャープグループ企業行動憲章・シャープ行動規範」・社内

規程・社会通念・倫理全般を逸脱した言動に関する総合通報窓口「クリスタルホットライン」を社内

および顧問法律事務所に設置しています。また、競争法に関する専用相談窓口として「競争法

ホットライン」を社内および顧問法律事務所に設置しています。これらのホットラインは、従業員、

派遣社員、お取引先様※から電子メール・電話などによって通報を受け付けています。なお、クリ

スタルホットラインは匿名での利用が可能です。これらに加え、マタニティハラスメントを含むセ

クシュアルハラスメントやパワーハラスメントなど、職場でのハラスメントに関する専用の社内通

報窓口「ハラスメント相談窓口」も設置しています。

■通報受付後の対応

それぞれの運用ルールに従い、通報の受付・事実調査を行います。調査結果・対応内容等は通

報者へ回答します。調査の結果、法令・社内ルールの違反行為、その他コンプライアンス違反（社

会通念・倫理全般からの逸脱行為）が明らかになった等の場合は、改善策・再発防止策を講じま

す。

■2024度の通報件数

2024年度は「クリスタルホットライン」へ37件、「ハラスメント相談窓口」へ1件の通報があり、

事実確認・改善・是正指導を行いました。「競争法ホットライン」への通報はありませんでした。

■通報者の保護施策等

これらの通報については「シャープ行動規範」および各窓口の運用ルールにおいて、通報者を

特定する情報および通報内容等を秘匿すること、通報した事実を理由とした不利益な取り扱い

を受けないことを明確に規定し、全役員・従業員を対象とした研修等を通じて社内へ徹底してい

ます。クリスタルホットラインでは、通報対応完了から半年後に、通報者に対し通報したことを理

由とした不利益の有無を確認しています。また通報対応完了から一定期間経過後に、通報事案

に 関する是正措置・再発防止措置が適切に機能しているかを確認しています。

海外の関係会社の通報窓口

海外の主要な拠点では、各国の法制度等を勘案し、拠点ごとに通報窓口を設置し、諸問題の早

期解決への対応を図っています。 2024年度は延べ66件の通報を受け付けました。

内部通報制度の運用状況の社内開示

国内外の通報概要と件数は、代表取締役 社長執行役員 CEOが委員長を務める内部統制委員

会および取締役会に報告するとともに、監査等委員会にも定期的に報告しています。

またクリスタルホットラインに関しては、運用の概要や体制図、対応フロー、通報件数などを社

内のイントラネットで公開しています。

コンプライアンスに関する通報窓口

ガバナンス：コンプライアンス

■通報の内訳

■シャープグループ内部通報制度体系図

※ お取引先様は「クリスタルホットライン」のみ利用可。
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日本における「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」およびこれに相当する諸外

国・地域で適用される、市場における公正かつ自由な競争の維持と促進による消費者の利益確

保などを目的とした法令・条約（以下、競争法）の遵守のため、シャープグループ全体の競争法遵

守に関する規程を整備しています。カルテルについては「独占禁止法遵守マニュアル（行動指

針）」に従業員が業務上遵守すべき基本的な事項を定めています。

加えて、従業員への啓発として、取引類型別に競争法上の注意点をまとめたガイドブックの作

成および改訂、eラーニング等による定期的な社内研修の実施、日本国内および海外の競争法に

関する他社摘発事例や主な法令改正の情報の社内への周知をしています。

なお、さまざまな物価が上昇する社会情勢を受けて価格改定の検討にあたってカルテルをは

じめとする競争法違反を起こさないよう、通達による競争法遵守の定期的な徹底などを行って

います。取引における競争法リスクについては契約書の全数審査および契約締結決裁時の法務

部門での合議により、顕在化を防止しています。

また、競争法に関するリスク（カルテル行為や入札談合など）の顕在化をより実効性高く防止す

るため、各事業部門が競合他社との取引や接触などの実態を定期的に確認し、リスクに応じて法

務部門に状況報告をすることで、法務部門として競争法の遵守状況を把握しています。これらの

取り組みによりコンプライアンスプログラムを有効に維持しています。

競争法遵守の取り組み

ガバナンス：コンプライアンス
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ガバナンス：コンプライアンス

全体方針

「シャープグループ企業行動憲章」「シャープ行動規範」では、直接または間接的な金品と役務の

提供、強要などのあらゆる腐敗の防止および寄付金などを適正に処理するための行動原則・行

動規準を明記しています。

その上で、上記行動憲章・行動規範に沿った「シャープグループ・コンプライアンス・ガイドブッ

ク」においても贈収賄の禁止および贈答・接待等についてのポリシーを定めています。

さらに、贈収賄などの腐敗防止に関して役員および従業員がとるべき具体的な行動、禁止され

る行為の詳細および後述の贈収賄防止体制の詳細を定めた「贈収賄等の防止に関する規程」を

制定しています。また、当該規程に基づき、社内のチェック体制を明確化して、贈収賄行為の未然

防止に取り組んでいます。なお、この規程を改定・廃止するためには、原則として、CEOが主宰し

執行役員等を構成員とする経営戦略会議への付議が必要になります。

贈収賄等の防止に関する規程・体制

公務員等への接待・贈答・招へい、民間事業者の役職員に対する接待贈答、代理店・コンサルタ

ントなどの第三者（以下、代理店等）および団体への加盟の活用の際に、当該対応部門において

事前に確認すべきポイントを網羅したチェックリストを活用した社内承認プロセスを規定するな

ど、明確かつ実効性のある仕組みを構築しています。また、以下のとおりそれぞれの場合に応じ

た、禁止事項や判断基準を定めています。

（１）公務員等への接待、贈答、招へい

「贈収賄等の防止に関する規程」において、公務員等への接待・贈答・招へいを行う場合の上限金

額や禁止事項等を定めています。また、ファシリテーション・ペイメントを「公務員等による定型的

な行政手続に係る、手続の円滑化のみを目的としての少額の支払い」と定義した上、贈賄と見な

されることを明記し、原則禁止としています。

（２）代理店等の活用

「贈収賄等の防止に関する規程」において、代理店等に対する報酬等の支払いが、贈賄に該当す

るおそれがない合理的な理由が確認できる場合にのみ、代理店等の活用を認めています。また、

代理店等との契約においては、贈賄の禁止および各国の腐敗防止に関する法令の遵守を求める

とともに、活用している代理店等が贈賄行為をしていないかを、監督することを徹底しています。

お取引先様に対する取り組み

贈収賄および不公正な行為の禁止を定めた「基本購買方針」を遵守することに合意したお取引

先様とのみ取引をしています。

また、不適切な利益の排除を定めた「シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック」をお取

引先様にも遵守いただいています。

海外関係会社に対する取り組み

海外関係会社にも贈収賄などの腐敗防止を含む従業員が遵守すべき内容を規定した「シャー

プグループ・コンプライアンス・ガイドブック」または「シャープコードオブコンダクト」（シャープ行

動規範の英語版）を導入しています。

さらに、海外関係会社においての贈収賄等の腐敗防止に関するリスクを把握し、より実効性の

高いチェック体制を構築するため、 海外関係会社の贈収賄リスクの調査を行い、分析結果をもと

に、拠点ごとの贈収賄リスクの高さ・性質に応じて、国内で採用している贈収賄リスク管理のプロ

セスの展開および贈収賄などの腐敗防止に関して定めた規程の更新を推進しています。

あらゆる形態の腐敗防止、寄付金などの適正処理
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ガバナンス：コンプライアンス

グループ内の啓発教育・徹底

シャープグループ国内外従業員への啓発として、贈収賄等の腐敗の防止のための法令・事例の

詳細を記載した社内ガイドブックや研修資料を作成・掲載して、さらに贈収賄等の腐敗の防止に

関する社内研修を毎年実施しています。加えて、国内関係会社向けのイントラネットおよび海外

関係会社向けのグローバルイントラネットにて、贈収賄等の腐敗の防止に関する事例および主要

な問題点の分析・説明を日本語・英語・中国語の3言語で定期的に掲載し、国内外関係会社の従

業員の贈収賄行為に関する理解・意識向上に取り組んでいます。

以上の取り組みの結果、2024年度においても各種贈収賄規制に関する違反事例は発生して

いません。

寄付金などの適正処理

シャープ（株）および国内関係会社の寄付金・賛助金などの拠出については、2008年12月よ

り適法性・合理性・透明性のある運用を行うことを目的に社内審査し、利益供与や不正支出を発

生させない仕組みを構築しています。 2024年度は9件の拠出審査を行いました。

なお、シャープ行動規範において「政治献金等については、関連する法令・社内ルールを遵守し、

政治・行政との健全で責任ある関係を構築するという方針の下で、拠出する場合には透明性を

確保し、かつ厳正に行います」と定めています。政治献金等を行う場合は、関連法令の遵守、必要

な社内手続を実施しています。

基本的な考え方

シャープは「反社会的勢力との関係を遮断・排除し、毅然とした態度で対応する」ことを基本方

針とし、具体的行動指針として「シャープグループ企業行動憲章」に「正々堂々の経営」を掲げる

とともに「シャープ行動規範」には、反社会的勢力排除に向けて「社会秩序の維持への協力に努め、

反社会的な行為に関わらない」ことを明示しています。

反社会的勢力排除に向けた取り組み

シャープ（株）では「反社会的勢力の排除に関する規程」を制定し、規程に基づき反社会的取引

の防止を推進するとともに、反社会的勢力への対応マニュアルなどを整備し、適宜改善していま

す。

反社会的勢力への対応については、警察署、顧問弁護士などの外部専門機関と速やかに連携

できる体制を整え、定期的に外部専門機関などから情報を入手し、グループ内に周知徹底する

とともに、入手した情報の管理を行っています。また、反社会的勢力への対応を含むコンプライ

アンス研修を年1回実施して周知徹底を図っています。

加えて、シャープ（株）および国内関係会社では、継続的な取引の基本となる契約書において反

社会的勢力排除条項を導入しており、既存のお取引先様についても同等の内容を定めた覚書を

締結するなど、反社会的勢力の排除に取り組んでいます。

あらゆる形態の腐敗防止、寄付金などの適正処理 反社会的勢力の排除
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個人情報保護の取り組み

ガバナンス：コンプライアンス

全社方針

「シャープグループ企業行動憲章」「シャープ行動規範」では 、シャープグループが保有するお客様、

お取引先様、従業員等の個人情報を厳格に管理するための行動原則・行動基準を明記しています。

また、シャープグループが保有するお客様、お取引先様の個人情報の取り扱いについては「プライ

バシーポリシー」および「お客様情報の取り扱いについて」において周知・公表していることに加え、

お客様の個人情報を取り扱う各サービスでは、サービスごとにプライバシーポリシーを策定し周知・

公表しています。 

関連情報： シャープグループ企業行動憲章

 シャープ行動規範

 プライバシーポリシー

               お客様情報の取扱いについて

個人情報保護体制・規程

シャープは、情報管理最高責任者と個人情報保護統轄責任者を設置しています。全社的な情報

管理全般を担う情報管理最高責任者は、傘下に情報管理部門をおき、全社的な情報管理に関す

る課題発生時の対応や情報管理の推進を行うとともに、各本部と関係会社においては管理責任者

をおき、情報管理に関する施策を実施しています。

一方、全社的な個人情報保護を担う個人情報保護統轄責任者は、傘下に個人情報保護推進事

務局をおき、個人情報保護に関する施策の推進を行うとともに、各本部と関係会社において管

理責任者をおき、個人情報保護に関する施策を実施しています。

個人情報保護推進の取り組みとして、個人情報保護に関する社内規程を制定するとともに、規程の

解釈を説明したガイドブックなどを整備し、グループ内に周知徹底しています。社内規程やガイドブッ

クは、関連する法令等の制定、改正にあわせて適宜更新しています。

実際の個人情報の取り扱いに際しては、個人情報保護の取り組みの実効性を担保するため、

個々の個人情報の取り扱いに関する社内決裁手続において、個人情報保護に特化した合議部

門（お客様の個人情報については法務本部、従業員の個人情報については人事総務統轄部）を設

定することにより、関係部門における個人情報の取得・委託・第三者への提供などに関する適切

な管理の徹底を図っています。また、決裁の取得後は、当社独自の管理システムにお客様の個人

情報に関する取得・保有・管理・利用・廃棄などの取扱状況を登録し、随時更新することにより、法

務本部での継続的な把握・確認を可能にしています。

さらに、お客様の個人情報の全取得部門を対象に管理システムを活用した監査を個人情報保護

推進事務局が主導で実施し、登録するデータベースの内容に応じた取り扱い状況を確認するとと

もに、より厳しい管理が求められている特定部門に対しては現地監査を実施し、管理の徹底を

図っています。また、昨年度の不正アクセス被害を機に、社内のセキュリティ基準の見直しを行っ

てセキュリティ対策を強化し、お預かりするお客様の個人情報の保護に努めています。

お取引先様に対する取り組み

お取引先様に対してシャープグループが保有する個人情報を提供する際には、提供した情報の

適切な利用が図られるよう、お取引先様と締結する契約書において、本人を特定する識別行為や

目的外利用の禁止、データの利用条件などを規定し、お取引先様に対して個人情報の適切な取り

扱いを求めるとともに、個々の取引実態を踏まえた厳格な管理がなされるよう努めています。

海外関係会社に対する取り組み

グローバルでのデータ保護の重要性がより一層高まる中、欧州をはじめとする海外の個人デー

タの取得・処理状況について、海外拠点との双方向での情報共有等を通じて、シャープグループ

全体での実態調査およびリスク分析をテーマごとに定期的に実施し、取り扱う個人データの適切

な事前通知や必要な条件を定めた契約の締結、社内規程の整備などを含む対応施策を講じてい

ます。加えて、グローバルな個人情報保護に関する法令の制定・改正情報や制裁金事例を定期的

に従業員へ発信し、国内外の従業員が閲覧可能な社内サイトに掲載するなど従業員への啓発を

図っています。

https://corporate.jp.sharp/info/charter/cr/
https://corporate.jp.sharp/info/charter/ac/
https://corporate.jp.sharp/privacy-j.html
https://corporate.jp.sharp/privacy/index-j.html
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グループ内の啓発教育・徹底

個人情報の適切な管理の徹底を図り、漏えい事故を防止するため、コンプライアンス研修（e

ラーニングを含む）の定期的な実施に加え、個人情報を取り扱う業務に携わる従業員を対象とす

る個別研修会を開催しています。

ガバナンス：コンプライアンス

個人情報保護の取り組み
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シャープでは、「誠意と創意」の経営信条のもと、商品・サービ

スの選択に役立つ正しい情報提供を通じて、お客様をはじめと

するステークホルダーへの社会的責任を誠意をもって果たすた

め、適正な広告・宣伝活動ならびに「景品表示法」「薬機法※1」

「公正競争規約」などのルールの遵守を「ビジネスリスクマネジ

メント規程※2」における管理項目の1つとして位置付け、各種の

対応策を実行しています。

法令違反などを未然に防止するための体制・ルール

日本国内の表示に関しては、社内規程により以下のとおり

表示に対する基本的な考え方や、適正表示確認体制などを定

めて運用を行っています。

①表示物作成関連部門と連携し、カタログおよび

マス広告の発行前最終チェックを行う専任者の設置

②表現上の疑念について判断を行う、上級の会議体の

設置（「表示審査会」「本社適正表示審議会」）

③家電公取協※3が制定した、表示と景品に関する

「公正競争規約※4」に基づく運用

④客観的な指導・助言を得るための、公的団体※5との

緊密な連携

また、海外についても日本国内と同一の考え方に基づく「適

正表示ガイドライン（Fair Expression Guidelines）」を定

めた上で、現地の法律に従って適切に判断しています。

担当者のスキルアップを目指した啓発策

表示物作成部門に対する各種啓発策を実施しています。

①景品表示法／薬機法／公正競争規約に関する研修

②家電公取協が主催する各種セミナーの活用（社員の

受講促進）

③公的団体主催のセミナーを受講し、得られた直近の

動向を社内向けにフィードバック

④イントラネット「景品・表示ポータルサイト」による

各種情報の提供

・法律／公的基準／社内規程／法規制改正情報 など

なお、2024年度は、シャープグループでの「景品表示法」お

よび「薬機法」の違反事例はありませんでした。2025 年も引

き続き違反ゼロを目標に取り組みます。

法規制強化への対応

2023年10月から施行された、いわゆる「ステマ規制」に対

応し、全社向けの注意文書発信の他、販促プロモーション施策

実施部門／広報部門等への個別指導を実施しています。

また、家電公取協における、公正競争規約の内容検討を行う

プロジェクトチームのメンバーとして、電機業界のステマ規制

対応方針の策定に、積極的に関与しています。

※1 医薬品医療機器等法。

※2 P.138参照。

※3 公益社団法人 全国家庭電気製品公正取引協議会。

※4 家電公取協が制定し、消費者庁と公正取引委員会が認定した業界自主基準。

※5 家電公取協、公益社団法人 日本広告審査機構（JARO）など。

ガバナンス：コンプライアンス

適正な広告・宣伝／表示関連法遵守の取り組み

■ 表示確認体制のイメージ
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税務方針

シャープは「誠意と創意」をもって健全な事業活動を推進し、社会の一員としての責任を果たし

ます。「シャープグループ企業行動憲章」および「シャープ行動規範」では、全ての企業活動・業務

遂行において、各国および各地域の法令・国際ルール・社内ルールを遵守するとともに、社会規

範・企業倫理に則った「正々堂々の経営」を実践することを当社の基本方針としています。当社は、

この基本方針に基づき、税法などの法令を遵守し、適正な納税と従業員に対する啓発を通じて

税務コンプライアンスの維持・向上に努めています。

税務ガバナンス体制

シャープは、管理本部長が税務の責任者としてグループ全体を管轄します。グローバルな税務

方針に基づき、グループ各社はそれぞれの事業に適用される税法や関連規制を理解し、遵守す

る責任があります。管理本部 経理部は、グループ各社をサポートし、グループ全体の税務に関す

る業務管理をすることで、税務リスクの低減に努めています。

シャープは、税務課題に直面した際には、対象となる日本国内外の関係会社と連携するととと

もに、必要に応じて税務専門家の助言を求め、課題に対処します。なお、重要性が高いと判断さ

れた課題については、トップマネジメントへ報告し、意思決定を行います。

適正な納税

シャープは、法令遵守を最優先とし、公正・適正な納税義務の履行に努めます。税務申告にあ

たっては、税制の立法趣旨から逸脱した行為や国際課税ルールに反する租税回避行為を行いま

せん。通常の事業活動で利用可能な優遇税制を活用しながら、適切な納税に努めています。

2024年3月期に計上した法人所得税等は約146億円※1（日本：38%、海外：62%※1）でした。

※1 税務当局に提出している国別報告書に基づき掲載。

移転価格税制への対応

シャープグループ内の関連者間取引については、「OECD※2移転価格ガイドライン」に従い、各

社の機能やリスクに応じ、「独立企業原則」に基づいた適切な価格設定を行うとともに、各国の法

令に準拠した移転価格文書を作成しています。また、重要な取引については、税務当局との事前

確認制度（APA：Advance Pricing Arrangement）を積極的に活用するなど、税務上の不

確実性の低減や二重課税の防止に努めています。

税務当局との関係

シャープは、税務当局との良好な関係を維持するため、各国の税務当局の求めに対して適切か

つ迅速な情報提供を行うなど、真摯な対応に努めています。税務上の指摘を受けた場合にはそ

の是非について確認し、不服がある場合には異議申立ても選択肢にする一方、改善すべき点が

ある場合には迅速に改善措置を講じます。

※2 Organisation for Economic Co-operation and Development（経済協力開発機構）。

税務管理の取り組み

ガバナンス：コンプライアンス
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ガバナンス：イノベーションマネジメント

コーポレートR&Dの取り組み

ESG経営に向けた技術開発の方向性

コーポレートR&D部門では、再成長と将来の飛躍に向けたコア技術の創出を通じて、全社の新

規事業創出やNext Innovationを牽引していきます。

コア技術として、独自のエッジAI技術 CE-LLM※1 の全事業領域への応用展開や、省人化DX

の基盤となる画像解析技術、AI時代の社会インフラを支える次世代通信技術、カーボンニュート

ラル実現や環境に配慮したエネルギー創出、暮らしの豊かさを追求するQuality Of Lifeなど

を核に技術の深化・展開を進めてまいります。

AI活用のツールとなるエッジAI技術 CE-LLM

エッジAIとクラウドAI の最適な切り替えにより、会話の応答性や品質を向上させるとともに、

プライバシー保護や通信量の抑制を実現する「CE-LLM」を活用し、人に寄り添う新たなAIソ

リューションを提供します。

インダストリーDXの事業展開

建設DX、インフラDXなどに応用している高精細画像計測・解析技術、高画質画像伝送技術、

センシング技術などの要素技術とAI応用、ロボティクス技術を融合・深化させ、インダストリー

DXへと事業展開していきます。

特長的な取り組み

新たなイノベーション創出を加速するため、全社横断型のプロジェクトである

I-Pro※2 を活用するとともに、社内外との連携を強化して開発テーマの早期事業立上げを目指

します。

社会課題が多様化・複雑化する状況において、経営理念に基づくESG経営を推進し、新しい価

値・技術の提供を通してサステナブル社会の実現に貢献してまいります。

「CE-LLM」によるコア技術の開発加速

インダストリーDXの事業展開

※1 CE-LLM（Communication Edge-LLM）はシャープの登録商標。
※2 I-Pro（Innovation Accelerator Project）の略。事業成長を加速させる全社横断のプロジェクト。
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知的財産戦略および管理体制

シャープでは、知的財産戦略を経営上重要な戦略の1つとして位置付け、事業戦略や研究開発

戦略と一体で推進しています。積極的な特許取得を推進することで、自社事業の優位性を高め、

経営基盤の強化に努めています。シャープIPインフィニティ株式会社（SIPI）は、シャープの商品、

技術および事業を熟知しており、専門業務の質の向上と効率の改善をより一層強固に進めなが

ら、高度なサービスを提供することで、知的財産経営の推進力を高め、シャープの先進技術から

強い特許とさまざまな経済価値を生み出しています。

特許取得に関しては、事業毎に中核となる技術分野を明確化し、現場に密着した戦略的な特許

出願を行っています。また、他社との協業あるいは産学連携などのアライアンス活動により生み

出される有用特許の取得も積極的に行っています。

また、意匠・商標についても、ブランド戦略に基づいて、グローバルな出願・権利化を行ってい

ます。

知的財産の保護

シャープでは、知的財産を事業戦略・研究開発戦略と連動させながら最大限に活用するととも

に、自社の知的財産権を保護し、第三者の知的財産権を尊重する姿勢を堅持しています。不当な

侵害に対しては話し合いで解決することを基本としながらも、シャープの知的財産権を尊重して

いただけない場合は、裁判所など第三者の判断を仰ぐことも辞さない方針としています。

また、営業秘密の保護強化と特に重要なシャープ固有の生産技術・ノウハウなどの漏えい防止

にも努めています。さらに近年、海外でのシャープブランド模倣品による影響が増大しており、取

締当局、業界団体との連携などにより、その対策を推進しています。

ガバナンス：イノベーションマネジメント

知的財産保護の取り組み
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シャープは、情報および情報システムの安全かつ適切な管理と利用を行うため「情報セキュリ

ティグローバル基本方針」を定め、情報セキュリティの確保に取り組んでいます。

また、情報セキュリティ強化の一環として、国際標準規格である「ISO／IEC27001」認証を

2015年に取得し、適切な情報セキュリティマネジメントシステムを構築しています。このほか、

一部の国内販売会社や海外拠点（米国、英国、スウェーデンなど）においても「 ISO／

IEC27001」認証を取得・維持しています。

情報セキュリティ対策の取り組み

昨年度、シャープ公式通販サイトCOCORO STOREで情報セキュリティ事故が発生しました。

この状況を真摯に受け止め、全社的に情報セキュリティのさらなる強化に向けた見直しを進めて

います。

このような情報セキュリティ事故を二度と起こさないため、外部への情報漏えい対策として全

ての社外公開Webサイトに対する、脆弱性チェックや不正侵入防御を実施しています。また、各

サイトのセキュリティ対策状況をスコア化し、深刻度に応じた対策を進めています。これらの対策

は今後も定期的に実施し、セキュリティの維持向上を図ります。

さらに、全社的にデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進する中で、情報セキュリティが

後手に回ることがないよう、関連規程の見直しを進めています。この見直しを通じて、安全な環

境を維持しながら業務の効率化を図ることを目指しています。

加えて、標的型メール攻撃は依然として大きなリスクであり、これに対する防御策として模擬

攻撃メールを用いた訓練を引き続き実施します。2024年度も、国内外の関係会社に対して実

際の攻撃メールを元にした模擬攻撃を複数タイプで行い、従業員の対応状況を確認しました。適

切な対応を取らなかった従業員には、攻撃の危険性についての教育を行い、セキュリティ意識の

向上を図ることに注力しています。

当社は情報セキュリティの確保を最優先課題とし、持続可能な成長を支える基盤を築いていく

所存です。今後とも全社一丸となってセキュリティ対策を推進し、安全で信頼性の高い企業を目

指してまいります。

ガバナンス：情報セキュリティ

情報セキュリティ

組織名 シャープ株式会社

認証登録範囲
⚫ 会員サイトの管理、運営業務 

⚫ 全社の情報管理体制構築の推進業務 

認証登録番号 IS 635826 

認証機関 BSIグループジャパン株式会社 

初回認証登録日 2015年6月30日 

関連情報： > 情報セキュリティグローバル基本方針

    情報セキュリティへの取り組み（ ISO／IEC27001認証取得の概要）

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 国際標準規格ISO／IEC27001「情報セキュリティマネジメントシス

テム」 再認証審査および規格移行審査への合格

■ 標的型攻撃メール訓練および教育の継続（国内・海外）

■ サイバーセキュリティ対策をIT全般統制要件に追加

■ 国際標準規格「ISO／IEC27001」認証の継続取得（2024年6月17

日更新）

■ 標的型メール攻撃訓練および教育の実施（国内全従業員、および海外の

33拠点で実施）

■ サイバーセキュリティ対策をIT全般統制要件に追加

★★

■ 国際標準規格ISO／IEC27001「情報セキュリティマネジメントシステ

ム」認証更新審査への合格

■ 標的型攻撃メール訓練および教育の継続（国内・海外）

■ 情報セキュリティ関連規定の見直し

■ 脆弱性診断ツールを用いたセキュリティの維持向上

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 「ISO／IEC27001」認証取得の概要

https://corporate.jp.sharp/security/
https://corporate.jp.sharp/info/infosecurity.html
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世界を取り巻く安全保障環境は、一部の国家による核兵器・ロケット等大量破壊兵器の開発を

含む軍事力の強化や他国への武力行使、国家間の領土問題、国際テロの脅威などにより、国際秩

序の不確実性が増しており不安定な状況にあります。他方、日本の安全保障輸出管理において

は、大量破壊兵器や通常兵器の不拡散等を目的とする「外国為替及び外国貿易法（以下、外為

法）」が整備され、厳格な運用が求められています。このような状況下にあって、シャープでは東

西冷戦時代からいち早く対共産圏輸出規制「ココム規制」を社内運用に採り入れるなど、安全保

障輸出管理に取り組んできました。

現在では技術革新が進み、民生用と軍事用の境目が曖昧になり、民生用であっても軍事用に

転用できる軍民両用品（デュアルユース）などの懸念貨物が増加しています。また、世界情勢のさ

まざまな緊張化に対する各種制裁措置や、それに伴う各国の輸出管理法令の強化などにより、

安全保障輸出管理における運用は複雑化に拍車がかかっています。

これらの状況に対応するため、シャープ（株）および国内関係会社では「シャープ行動規範」に

安全保障輸出管理の徹底を行動規範として織り込み、外為法に基づく「安全保障輸出管理規程」

を定めて、輸出管理体制を構築し、輸出管理の運用を行っています。

海外への輸出の際は、貨物／技術の該非判定、仕向け地や取引相手先／最終需要者の確認、

用途に懸念がないかなどの社内審査を行っています。また、輸出管理法令が改正された際には、

社内運用の見直しを迅速に図り法令遵守に努めています。さらには、米国の再輸出規制の管理

も厳格に行っています。

シャープでは、このような輸出管理体制を維持するために、全従業員に対し、eラーニングなど

を用いた各種の輸出管理教育を定期的に実施しています。

これらの体制を維持、発展させ、今後も充実した輸出管理を実施していきます。

輸出入に際しては、関税法等に基づき適正な輸出入管理（貿易管理）を行うことが求められて

います。特に輸出入貨物のセキュリティについては、国内外のテロ組織への物資流出阻止のため

の貿易管理や、社会問題となっている不正薬物や知的財産侵害物品などの不法輸出入問題など、

ロジスティクスにおける適正な管理がより一層に強く求められています。

当社は輸出入に関して特定輸出者※および特例輸入者※の承認を受け、貨物のセキュリティ管

理、物流管理、通関手続管理、輸入消費税・関税納付など、輸出入の各過程における管理を法令

に則って厳格に実施し、適正な輸出入に努めています。

これにより、税関手続の簡素化などのベネフィットを受けるとともに、世界的なサプライチェー

ンの安全確保に貢献しています。また、上記以外の国際宅配便や国際郵便、あるいは出張者や来

訪者によるハンドキャリーなどを含む、多岐にわたる輸出入について、運用ルールの整理・更新、

輸出入記録のシステム化、社内教育の徹底など、社内管理の強化を行い、適正な貿易管理を行う

ためのコンプライアンス体制を整えています。

今後も、適正な貿易管理を実施していきます。

輸出入管理の取り組み

ガバナンス：輸出入管理の取り組み

※ 貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備されていると税関が承認した輸出入者のこと。

貿易管理
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シャープとSDGs
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理念・方針/マネジメント

理念・方針/マネジメント

目次

目次

環境活動

環境活動

第三者検証

シャープでは、温室効果ガス排出量および環境・社会活動データの信頼性向上を目的として、株式会社 日本環境認証機構による第三者検証を受けています。

関連情報： > 検証報告書

温室効果ガス排出量検証報告書 環境・社会活動データ検証報告書

https://corporate.jp.sharp/eco/report/#anc04
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